
平成 30 年度第 1回 上越市子どもの権利委員会 次第 

 

○と き  平成 30 年 6 月 1 日（金） 

午前 10 時 00 分から 

○ところ  春日謙信交流館集会室 

 

 

１ 開 会 

 

２ 委嘱状交付 

 

３ 副委員長の選任 

 

４ 議 事 

 

(1)上越市第 2期子どもの権利基本計画事業の平成 29 年度の進捗状況及び 

平成 30 年度の取組内容について 

 

 

 

(2)上越市子どもの生活実態についてのアンケート調査概要（案）について 

 

 

 

(3)その他 

 

 

 

５ 閉 会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【配付資料】 

・上越市第 2期子どもの権利基本計画事業の平成 29 年度の進捗状況及び 

平成 30 年度の取組内容について                【資料№１】 

・上越市子育て支援総合計画（上越市版エンゼルプラン）概要（案）【資料№２】 

・上越市子どもの生活実態についてのアンケート調査概要（案）  【資料№３】 



上越市子どもの権利委員会委員名簿（第 5期） 

 

敬称略              

 

             

選出区分 氏   名 選出団体 

第 1号 学識経験者 梅
うめ

野
の

 正
まさ

信
のぶ

 国立大学法人上越教育大学 

  大久保
お お く ぼ

 明子
あ き こ

 新潟県立看護大学 

第2号 
関係行政機
関の職員 佐藤

さ と う

 洋
ひろし

 上越児童・障害者相談センター 

第3号 事業者  熊田
くまた

 和子
かずこ

 上越商工会議所 

第4号 教育関係者

等 
平間
ひ ら ま

 えり子
こ

(H30.4.1 改選) 上越市小学校長会 

 古澤
ふるさわ

 博之
ひろゆき

 上越市中学校長会 

  竹内
たけうち

 正宏
まさひろ

(H30.4.1 改選) 
新潟県高等学校長協会高田地区 
高等学校長会 

  奈良岡
な ら お か

 裕
ゆたか

 新潟県立上越特別支援学校 

  横尾
よ こ お

 ユキエ(H30.4.1 改選) 上越市私立保育園協会 

  佐々木
さ さ き

 優
まさ

共
とも

(H30.4.1 改選) 上越少年サポートセンター 

第5号 
ＰＴＡ等の
代表者 黒﨑

くろさき

 寿人
としひと

(H30.4.1 改選) 上越市小中学校ＰＴＡ連絡協議会 

第6号 子ども支援

活動団体の

代表者 

仲田
な か だ

 紀夫
の り お

 上越市町内会長連絡協議会 

 近藤
こんどう

 隆子
た か こ

 
上越市民生委員・児童委員協議会
連合会 

  秦
はた

 周司
しゅうじ

 上越人権擁護委員協議会 

  細山
ほそやま

 厚子
あ つ こ

 ＣＡＰ・じょうえつ 

  若
わか

林
ばやし

 明
あき

代
よ

 
特定非営利活動法人マミーズ・ 
ネット 

  本道
ほんどう

 さとみ 上越助産師会 

第7号 公募に応じ

た市民 
岩井
い わ い

 文弘
ふみひろ

  

 倉
くら

辻
つじ

 忠
ただ

俊
とし

  

  星野
ほ し の

 純子
じゅんこ

  

 

任期：平成 29年 4 月 1日～平成 31 年 3月 31 日 



資料№1

上越市第2期子どもの権利基本計画事業進捗管理表

１　子どもの権利を大切にする意識づくり

１　子どもの権利の知識の普及と意識の啓発 【評価指標】子どもの権利条例の認知度（大人）　24％⇒44％

【評価指標】子どもの権利の内容の認知度（大人）　21％⇒44％

【評価指標】「えがお」の学習を知っている保護者の割合　16％⇒58％
1 子どもの権利チラシの配布 子どもの権利の普及・啓発のた

め、子育てをしている人向け、子
どもに関わる人向け、一般市民向
けの3種類のチラシを様々な機会
を捉えて配布する。

市民の子どもの権利に対する意
識と知識を高める。

チラシ配布枚数 ・子育てをしている人向け
＝7,200枚／年
・子どもに関わる人向け
＝1,160枚／年
・一般向け
＝平成24年度に全戸配布

・子育てをしている人向け
＝7,200枚／年
・子どもに関わる人向け
＝2,300枚／年
・一般向け
＝計画期間中に1回全戸
配布

啓発チラシをより多くの人に配布して
いくことで、市民全体の子どもの権利
を大切にする意識を高める。

子育てをしている人向けの
チラシは各種保健事業を通
じて、子どもに関わる人向け
及び一般向けのチラシは各
種会合などの機会を捉え配
布する。

・子育てをしている人向け
＝7,200枚／年
・子どもに関わる人向け
＝1,440枚／年
・一般向け
＝200枚／年（平成27年
度に全戸配布実施済）

○

・保健事業や講座等
の機会を捉え、チラ
シを配布して市民の
「子どもの権利」に対
する意識と知識を高
めることができた。

→

・子育てをしている人向
けのチラシは各種保健
事業を通じて、子どもに
関わる人向け及び一般
向けのチラシは各種会
合などの機会を捉え配
布する。

上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

こども課

2 追 広報紙、ホームページへの
掲載

市の広報紙やホームページなど、
各種情報提供媒体を活用し、子
どもの権利ついての啓発活動を
行う。

市民の子どもの権利に対する意
識と知識を高める。

広報紙に子どもの権利に
関する記事を掲載

なし 年1回 広報紙に子どもの権利に関する記事
を掲載し、広く市民の目に触れること
で、子どもの権利に関する認知を高め
る。

市の広報媒体を利用し、子
どもの権利についての啓発
活動を進める。

・子どもの権利に関する
ホームページに、平成28
年度子どもの権利基本計
画事業進捗管理票を掲載
した。
・11月15日ＦＭ-Ｊにおい
て、子どもの権利に関する
取組について紹介した。
・広報上越11月1日号巻
頭特集記事　子どもの教育
について考えてみません
か」において、上越市子ど
もの権利に関する条例の
取組みを掲載した。

○

・ホームページやFM
を活用し、子どもの
権利についての広報
啓発をすることがで
きた

→

・市の広報媒体を利用
し、子どもの権利につい
ての啓発活動を進め
る。

上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

こども課

3 追 拡 子どもの権利講座の開催 子どもの権利チラシを活用して、
子どもとかかわりを持つ大人（組
織・団体）向けの「子どもの権利
講座」を開催する。

子どもと関わりのある大人が、子
どもたちをめぐる課題の認識を持
つとともに、子どもの権利につい
ての理解と知識を深める。

講座の開催回数 年3回 年5回 5年間で23地区すべての民生・児童委
員地区協議会で講座を実施する。
（平成26年度末時点で4地区実施済）

小・中学校のPTA宛に、講座
案内を行う。また、民生・児
童委員地区協議会へ開催
案内を行う。

・子どもの権利に関する講
座を7回実施した。
・保育園保護者会での講
座…1回
・小学校ＰＴＡでの講座…1
校
・民生・児童委員地区協議
会での講座…5地区

○

・子育て中の保護者
から講座を受けてい
ただきたいことから保
育園へ講座案内を
行ったところ、初めて
保育園で実施するこ
とができた。

→

・保育園、小・中学校の
PTA宛に、講座案内を
行う。また、民生・児童
委員地区協議会へ開
催案内を行う。

上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

こども課

4 追 拡 子どもの権利学習の周知 小学校と中学校の授業で子ども
の成長に応じて学ぶ「子どもの権
利学習」の学習結果を家庭に持
ち帰り、子どもと保護者が子ども
の権利について話し合う取り組み
を行う。

保護者の子どもの権利に対する
理解を深める。

「えがお」の学習結果を
家庭に持ち帰り、子ども
と保護者が子どもの権利
について話し合う取組

実施(平成26年度～） 継続実施 継続した取組みにより、保護者の子ど
もの権利学習の認知を高めるととも
に、子どもの権利に対する理解を深め
る。

中学生の「えがお」が1種類
しかないため1年生において
子どもの権利学習を実施し
ていたが、中学3年生まで継
続して学習することが望まし
いことから、中学生版「えが
お」を改訂し、3学年分作成
する。新版「えがお」の学習
は、平成28年度は試行校に
おいて実施、平成29年度か
ら市立の全中学校において
実施する。これまでと同様、
学習結果を家庭に持ち帰る
ことで、家庭における子ども
の権利学習の認知を高めて
いく。

・11月～12月にかけて、市
立小中学校全学年におい
て「えがお」の学習を行い、
結果を家庭に持ち帰り、子
どもと保護者が子どもの権
利について話し合う取組を
促した。

○

・中学生の「えがお」
が1種類しかないた
め1年生において子
どもの権利学習を実
施していたが、中学
3年生まで継続して
学習することが望ま
しいことから、中学生
版「えがお」を改訂
し、3学年分作成し
た。新しく作成した中
学校3学年分の「え
がお」の学習は、平
成29年度から市立
の全中学校において
実施した。これまでと
同様、学習結果を
家庭に持ち帰ること
で、家庭における子
どもの権利学習の認
知を高めていく。

→

・小中学校9年間の義
務教育期間を通じて
「えがお」による子どもの
権利学習を行い、学習
結果を家に持ち帰ること
で、家庭における子ども
の権利学習の認知を高
めていく。

上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

こども課

5 人権都市宣言の啓発 平成20年12月18日に行った人権
都市宣言について、市民に広く周
知・発信する。

市民及び企業等の人権意識を向
上させる。

広報紙等の様々な媒体
を利用して、人権都市宣
言の周知を図る記事を掲
載

年3回
・広報紙1回
・町内回覧板での広告
・ＨＰ掲載

年3回 目標を達成することで、市民が人権都
市宣言の趣旨を理解し、人権感覚の
向上が見込まれる。

これまでの広報上越、ホー
ムページ、新聞への掲載や
町内回覧板を活用しての啓
発のほか、機会を捉えて市
民等に啓発リーフレットを配
付するなど、新たなツールも
加えて啓発していく。

・、広報上越12月1日号へ
の掲載や12月4日にFM上
越での啓発のほか、人権・
同和問題に関する市民セ
ミナーや企業研修会の参
加者にリーフレットを配布す
るなど、人権都市宣言につ
いて市民に広く啓発した。

○

・地道な取組ではあ
るが、市民及び企業
等の人権意識の向
上を図るため、あら
ゆる媒体や機会を捉
えて、今後も人権都
市宣言を啓発してい
く必要がある。

→

・これまで同様、広報上
越や市ホームページへ
の掲載、FM上越での啓
発のほか、機会を捉え
て市民等に啓発リーフ
レットを配布し、啓発し
ていく。

第4次人権
総合計画

共生まち
づくり課

6 拡 地域人権懇談会 人権総合計画に基づき、13区在
住の市民が、同和問題に対する
正しい認識を持ち、併せて「女
性」、「子ども」、「障害者」、「外国
人」など様々な人権問題について
の理解を深めるための懇談会を
実施する。

人権・同和問題についての関心
や理解を、地域間の格差が生じな
いよう、市民全体に深めていく。

各区単位で開催する地
域人権懇談会の実施回
数及び参加者数

年2回・52人 年2回・60人
（13区を7年で一巡）

目標を達成することで、人権問題につ
いての、市内の各地域における意識
格差が解消され、市全体の人権感覚
の向上が見込まれる。

民生・児童委員や町内会
長、人権擁護委員、企業の
人権担当者が集う場などで
開催を促すチラシを配付し、
効果的に周知していく。

・10月19日に浦川原区
（10人）、2月15日に高田
区（30人）の民生委員・児
童委員協議会で開催し、
女性や子ども、高齢者の人
権問題について、理解を深
めてもらう機会を提供でき
た。

○

・地域によって人権
意識の格差が生じな
いよう、もっと多くの
団体から事業を活
用してもらう必要が
ある。

→

・新たに町内会長ハンド
ブックで事業を紹介す
るとともに、引き続き、
民生委員・児童委員協
議会や人権擁護委員
協議会などに対して、
開催を促すチラシを配
布し、事業を紹介してい
く。

第4次人権
総合計画

共生まち
づくり課

実績
指標単位 Ｈ26現状値 Ｈ31目標値

目標達成に向けた
実施内容

（何を・どうするか）

達成状況
（目標に対す
る到達度）

目標達成に向けた
実施内容

（何を・どうするか）

実施目標
実施目標設定の意図

（なぜ、この目標に設定したのか）

Ｈ29年度
関連計画
（上越市第
6次総合計
画以外）

担当課

Ｈ30年度

評価・分析等
（来年度に向けたアプ

ローチ）

目的
基本
目標

基本
的な
施策

事業
№

事業名 事業概要

1



資料№1

実績
指標単位 Ｈ26現状値 Ｈ31目標値

目標達成に向けた
実施内容

（何を・どうするか）

達成状況
（目標に対す
る到達度）

目標達成に向けた
実施内容

（何を・どうするか）

実施目標
実施目標設定の意図

（なぜ、この目標に設定したのか）

Ｈ29年度
関連計画
（上越市第
6次総合計
画以外）

担当課

Ｈ30年度

評価・分析等
（来年度に向けたアプ

ローチ）

目的
基本
目標

基本
的な
施策

事業
№

事業名 事業概要

7 人権に関する講話会等への
講師の派遣

人権問題に対する市民の正しい
理解と認識を深め、差別意識の
払拭を図るため、第3次人権総合
計画に基づき、3か年計画で市内
全小学校区において講話会を開
催する。

人権問題に対する市民の正しい
理解と認識を深め、差別意識の
払拭を図るため、第3次人権総合
計画に基づき、3か年計画で市内
全小学校区において講話会を開
催する。

１年間の小学校区におけ
る講話会の開催数

年17回 年17～18回（市内52小学
校区を3年で一巡）

講話会を3か年で市内全小学校区を
一巡することを継続することから１年
17～18回としたもの。

人権に関する講話会を継続
して開催し、人権問題に対
する市民の正しい理解と認
識を深める。市内16小学校
区で「人権を考える講話会」
を開催する。

・計画どおり16校で開催
し、506人が参加した。

○

・開催小学校区で、
地域青少年育成会
議等の地域団体か
ら協力を得ることに
より、地域住民から
も参加してもらうこと
ができた。今後も継
続して開催していく。

→

・人権に関する講話会
を継続して開催し、人
権問題に対する市民の
正しい理解と認識を深
める。市内17小学校区
で「人権を考える講話
会」を開催する。

上越市総合
教育プラン
第三次人権
総合計画

社会教育
課

8 人権に関する図書・ビデオの
周知及び貸し出し

同和問題をはじめとする人権問
題に対する市民の正しい理解と
認識を深め、差別意識の払拭を
図るため、人権に関する図書及
びビデオの貸出を行う。

同和問題をはじめとする人権問題
に対する市民の正しい理解と認
識を深め、差別意識の払拭を図
るため、人権に関する図書及びビ
デオの貸出を行う。

図書及びビデオの貸出
件数
周知の方法

年22件
(ビデオ4件、図書18冊)

年40件 過去5年間の実績から計算した貸出回
数を目標として設定したもの。市民の
正しい理解と認識を深めるために、一
人でも多くの方から利用いただく。

・人権に関する図書等の貸
出を通じて、同和問題をはじ
めとする人権問題に対する
市民の正しい理解と認識を
深め、差別意識の払拭を図
る。
・ホームページ、現地学習会
で事業の一層の周知を行
い、利用増加に努める。

・貸出件数：図書6件、ビデ
オ5件、DVD133件 合計
144件
・現地学習会において、社
会教育指導員が現地説明
の後に、図書・ビデオの紹
介 と 貸 出 方 法 の 案 内 を
行った。

○

・当課で所蔵してい
る図書やビデオの貸
出は少なかったもの
の、視聴覚ライブラ
リーが所蔵するDVD
等の貸出が昨年度
よりも31件増であっ
た。今後は、DVD啓
発映像教材の紹介
も検討していく。

→

・人権に関する図書等
の貸出を通じて、同和
問題をはじめとする人
権問題に対する市民の
正しい理解と認識を深
め、差別意識の払拭を
図る。
・ホームページ、現地学
習会で事業の一層の周
知を行い、利用増加に
努める。

上越市総合
教育プラン
第三次人権
総合計画

社会教育
課

２　子どもの権利の教育と学習の推進 【評価指標】子どもの権利条例の認知度（子ども）　31％⇒51％

【評価指標】子どもの権利の内容の認知度（子ども）　39％⇒62％

【評価指標】「えがお」の学習が役に立っていると感じる子どもの割合　43％⇒72％

1 拡 子どもの権利学習の実施 子どもの権利学習教材「えがお」
を使用した子どもの権利学習を市
内の公立全小中学校の授業に取
り入れて実施する。

子どもの権利について、子ども自
身が正しい知識を持ち、権利を尊
重する意識と行動を身につける。

小・中学校すべての学年
で「えがお」を使用した子
どもの権利学習を実施

小学校＝全学年で実施
中学校＝1年生のみ実施

小学校＝全学年で実施
中学校＝全学年で実施

小中学校すべての学年において、子
どもの権利に関する授業を継続して実
施することで、子ども自身の子どもの
権利の認識を深めることができる。

中学生の「えがお」が1種類
しかないため1年生において
子どもの権利学習を実施し
ていたが、中学3年生まで継
続して学習することが望まし
いことから、中学生版「えが
お」を改訂し、3学年分作成
する。新版「えがお」の学習
は、平成28年度は試行校に
おいて実施、平成29年度か
ら市立の全中学校において
実施する。これまでと同様、
学習結果を家庭に持ち帰る
ことで、家庭における子ども
の権利学習の認知を高めて
いく。

・これまで、中学生の「えが
お」が1種類しかないため中
学校は1年生において子ど
もの権利学習を実施してい
たが、中学3年生まで継続
して学習することが望まし
いことから、中学生版「えが
お」を改訂し、3学年分作
成した。
・11月～12月にかけて、市
立小中学校全学年におい
て「えがお」の学習を行い、
結果を家庭に持ち帰り、子
どもと保護者が子どもの権
利について話し合う取組を
促した。

○

・義務教育9年間を
通じて子どもの権利
学習を継続して行う
ことで、子ども自身が
子どもの権利に関す
る認知を高めること
ができている。
・これまで中学校1
年生までの7年間
だった「えがお」によ
る子どもの権利学習
を、平成29年度から
は中学校3年生まで
の9年間行うこととし
た。今後も継続して
実施する。

→

・市立の全小中学校に
おいて子どもの権利学
習テキスト「えがお」を
用いた権利学習を実施
する。これまでと同様、
学習結果を家庭に持ち
帰ることで、家庭におけ
る子どもの権利学習の
認知を高めていく。

上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

こども課

2 保育関係職員（児童福祉施
設含む）に対する研修

子どもの権利に配慮した対応、虐
待・いじめの早期発見など、職員
の資質向上のための研修を実施
する。

子どもの権利に配慮した対応、虐
待・いじめの早期発見など、子ど
もと関わりが深い保育関係職員
（児童福祉施設含む）の資質向上
を図るとともに、保育関係職員全
体の子どもの権利に関する理解
を深める。

研修会参加者数 各保育園（施設）1人以上 各保育園（施設）1人以上 毎年、全保育園の職員1人以上（5年
間で約320人）が研修に参加すること
で、保育職員全体の子どもの権利に
関する理解を深めていく。

年度の早いうちに実施し、各
園・施設等において年間を
通し継続的にすべての職員
が子どもの権利に配慮した
対応ができるようにする。

・6月29日「子どもの権利に
関する職員研修会」実施
（1-2-4市職員に対する研
修と同時実施）
　・講師：上越教育大学准
教授　吉澤千夏様「いま、
あらためて「子どもの権利」
について考える」
　・保育関係職員50人
　・市関係課職員19人

○

・研修結果を各園、
課等へ持ち帰り職場
内で共有すること
で、各園等の職員全
体の、子どもの権利
に関する理解を深め
ることができた。

→

・年度の早いうちに実施
し、各園等において年
間を通し継続的にすべ
ての職員が子どもの権
利に配慮した対応がで
きるようにする。

上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

こども課

3 教職員に対する研修 子どもの権利に配慮した対応、虐
待・いじめの早期発見など、職員
の資質向上のための研修を実施
する。

子どもの権利に配慮した対応、虐
待・いじめの早期発見など、子ど
もと関わりが深い学校教職員の
資質向上を図るとともに、学校教
職員全体の子どもの権利に関す
る理解を深める。

研修会参加者数 市内公立小中学校1人
（74人）以上

市内公立小中学校1人以
上

毎年、全小中学校の教員1人以上（5
年間で約370人）が研修に参加するこ
とで、学校教職員全体の子どもの権利
に関する理解を深めていく。

・「子どもの権利研修会」
・「えがお」を活用した子ども
の権利学習の実施(全小中
学校)
・人権教育強調週間の取組
状況の集約(全小中学校）

・「子どもの権利研修会」
（悉皆研修）を開催し小中
学校悉皆研修72人参加。
「子ども・人権・教育」を
テーマに講義を行った。後
半にはコンパスノート」に基
づいたアクティビティを実施
した。
・人権教育強調週間にお
いて「えがお」を活用した授
業実践を72校で実施した。

○

・子どもを取り巻く今
日的な課題・問題に
正対する研修を行っ
ていく必要がある。
・「えがお」を用いた
取組を継続してい
く。

→

・今日、LGBTなど「性的
マイノリティ」の子どもへ
の理解と対応が急務で
ある。「上越市子どもの
権利条例」に掲げられ
ている「自信を持って生
きる権利」に則り、多様
性を尊重した一人一人
を認め合う学校づくりに
つながる研修を実施す
る。

上越市総合
教育プラン
上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

学校教育
課（教育セ
ンター）

4 市職員に対する研修 子どもの権利に配慮した対応、各
施策への反映など、子どもと関わ
りの深い仕事に従事している職員
に対し、資質向上のための研修を
実施する。

子どもの権利に配慮した対応、各
施策への反映など、子どもと関わ
りが深い関係課職員の資質向上
を図るとともに、市職員全体の子
どもの権利に関する理解を深め
る。

研修会参加者 各関係課から1人 各関係課から1人 各関係課の参加職員が課の職員に周
知を図ることで、市職員全体の子ども
の権利に関する理解を深めていく。

年度の早いうちに実施し、各
課等において年間を通し継
続的にすべての職員が子ど
もの権利に配慮した対応が
できるようにする。

（再掲）
・6月29日「子どもの権利に
関する職員研修会」実施
（1-2-4市職員に対する研
修と同時実施。
　・講師：上越教育大学准
教授　吉澤千夏様「いま、
あらためて「子どもの権利」
について考える」
　・保育関係職員50人
　・市関係課職員19人

○

（再掲）
・研修結果を各園、
課等へ持ち帰り職場
内で共有すること
で、各園等の職員全
体の、子どもの権利
に関する理解を深め
ることができた。

→

(再掲）
・年度の早いうちに実施
し、各園等において年
間を通し継続的にすべ
ての職員が子どもの権
利に配慮した対応がで
きるようにする。

こども課
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資料№1

実績
指標単位 Ｈ26現状値 Ｈ31目標値

目標達成に向けた
実施内容

（何を・どうするか）

達成状況
（目標に対す
る到達度）

目標達成に向けた
実施内容

（何を・どうするか）

実施目標
実施目標設定の意図

（なぜ、この目標に設定したのか）

Ｈ29年度
関連計画
（上越市第
6次総合計
画以外）

担当課

Ｈ30年度

評価・分析等
（来年度に向けたアプ

ローチ）

目的
基本
目標

基本
的な
施策

事業
№

事業名 事業概要

5 上越市学校同和教育推進協
議会による取組

部落差別をなくし、真に人権尊重
の社会を実現するために、同和
教育に関する研究協議を行い、
上越市立幼稚園、小学校、中学
校の同和教育推進に資する取組
を行う。

・市教委学校訪問での指導（年1
回、すべての学校を訪問）
・各校における年間指導計画の
改善（副読本と手引きの活用）等

・部落差別を無くし、真に人権尊
重の社会を実現するために、同和
教育に関する研究協議を行い、
上越市立幼稚園、小学校、中学
校における同和教育の推進に資
する取組を行う。
次の、研究協議を行う。
（１）研修、啓発活動推進に関する
事項
（２）情報の提供・交換に関する事
項
（３）その他必要な事項

年間指導計画の改善・研
修授業の実施校数

市内公立全小中学校（74
校）

市内公立全小中学校 人権教育、同和教育を着実に進める
ために、各校における研究授業や実
践に基づく年間指導計画の見直しと改
善が必要であるため。

・市教委学校訪問での指導
（年1回、すべての学校を訪
問）
・各校における年間指導計
画の改善（副読本と手引き
の活用）等

・市教委による授業改善訪
問で72校すべてを訪問。
「同和教育研究指定地区」
の指定校４中学校区で21
校では共同参観で授業公
開を行った。
・上越市学校同和教育推
進協議会主催の現地学習
会(直江津・名立方面）を
実施したり、各種研修会へ
の積極的な参加を促した。
・「学校同和教育研修資料
(その37)」の刊行した。

○

・授業改善訪問等を
通じて人権教育、同
和教育の推進を図
る。

→

・平成30年度市学校教
育重点説明会におい
て、目指す「人権教育、
同和教育」をすべての
小中学校に明確に伝達
する。
・人権教育、同和教育
に係る授業について「同
和教育研究指定地区」
の指定校での共同参観
授業公開。

上越市人権
総合計画

学校教育
課

6 同和教育研究指定地区制度
による同和教育の取組

同和教育研究指定地区制度に基
づき、順次中学校区単位で地区
を指定し、実践調査研究や各種
資料の作成等により、人権教育
に関する指導方法・内容について
の研修を充実させる。

同和教育研究指定地区制度に基
づいて、順次中学校区単位で地
区を指定し、実践調査研究や各
種資料の作成等により、人権教
育に関する指導方法・内容につい
ての研修を充実させるため。

実施中学校区数 毎年3～4中学校区を指定 5年間で新たに16中学校
区を指定（7年間で全中学
校区を指定）

7年間で全中学校区を指定することに
よって、市内すべての子どもが小中学
校に通う間に指定研究の取組の対象
とする。

指定2年目の大島・浦川原
中学校区、直江津東中学校
区の成果発表研修会に実
施。指定1年目の安塚・三和
中学校区の研修の取組につ
いて指導、支援を行う。

・「同和教研究指定地区制
度」2年目、大島中・浦川
原中学校区、直江津東中
学校区、1年目安塚中・三
和中学校区、春日中学校
区による研究を推進した。
・予定されていた成果発表
研修会（H30年.2月13日)
は暴風雪のため中止となっ
たが、成果を「学校同和教
育研修資料(その37)」とし
て集大成し刊行した。

○

・「同和教育研究指
定地区制度」による
同和教育の推進。

→

・「地区指定」2年目の
安塚中・三和中学校
区、春日中学校区、1
年目の中郷中・板倉中
学校区、城北中学校に
よる研究推進
・成果発表研修会の実
施。
・「学校同和教育研修
資料(その38）」の刊
行。

上越市総合
教育プラン
上越市人権
総合計画

学校教育
課

7 学校における人権教育への
支援

学校における人権教育を支援す
るため、学校教育重点説明会、転
入・新規採用職員説明会等にお
いて、人権教育への指導を行うほ
か、教育センターが実施するカウ
ンセリング技能向上のための研
修を充実する。また、人権問題に
関する研究会への参加を奨励す
るなど、情報提供に努める。

学校における人権教育の推進の
ため、教師自身の意識を高め人
権感覚を磨く研修会の開催や、研
究会についての情報提供が必要
であるため。

研修会等参加者数 市内公立小中学校1人
（74人）以上

市内公立小中学校1人以
上

研修内容を各校に持ち帰り実践に生
かす。

学校教育重点説明会、転
入・新規採用職員説明会等
において、人権教育への指
導を行うほか、教育センター
が実施するカウンセリング技
能向上のための研修を充実
する。また、人権問題に関す
る研究会への参加を奨励す
るなど、情報提供に努めると
ともに、研修後は各校で確
実に復命を行い資料を回覧
するように呼びかける。

・センター主催カウンセリン
グ研修：夏期研修3講座
166人受講。冬期研修3講
座144人受講。
・受講者アンケートにおける
肯定的評価は、「講座内容
全体」96％、「理論的な内
容」98％、「講師の話し
方、資料」98％であった。

○

・カウンセリング研修
6講座とも高い評価
を得ており、事例をも
とにした演習やロー
ルプレイ等が多く取り
入れられ、体験を通
して学ぶことができた
と好評であった。
・学校で抱えている
課題、悩み等のニー
ズに応える講座の設
定が望まれている。

→

教職員のニーズに応え
て、教育相談や学級経
営に活用できる研修内
容を計画する。夏期研
修3講座、冬期研修3
講座を予定する。

上越市総合
教育プラン

学校教育
課

２　子どもの権利を大切にできる環境づくり

３　子どもが健やかに成長するための取組の推進

1 ボランティアだよりキッズの
作成・配布

子どもたちの社会参加の意欲を
高めるため、小・中学生を対象に
ボランティアに関する情報を提供
する。

子どもの社会参加意欲を向上さ
せるとともに、自ら責任を持って行
動するというボランティア本来の
意義の浸透を図る。

子どもボランティア活動
に関する効果的な情報
発信回数

年1回 年1回 ボランティアの意義や大切さを伝え、
参加を促すことにより、市民が主役の
まちづくりの推進に寄与する。

ボランティアだよりキッズの
掲載情報を引き続き検討し
ながら、より多くの小・中学
生のボランティア活動を通じ
た社会参加を促せるような
情報を掲載・発信していく。

・ボランティアの理解を深め
るため、夏休み前の７月
に、「ボランティアだよりキッ
ズ」を市内の小・中学生に
配布した。たよりを見て10
人が掲載したボランティア・
イベントに参加した。
・市民活動団体が参加す
るイベント会場で、来場した
小・中学生に対し、体験ボ
ランティアの情報発信を
行った。

○

・ボランティア・イベン
ト参加者数がH28年
度の29人から10人
に大幅に減少した。
「ボランティアだより
キッズ」に掲載したイ
ベント数の減少が一
因と考えられるが、
参加者数の増加を
図る必要がある。

→

・7月の「ボランティアだ
よりキッズ」に掲載可能
なイベントの情報収集・
掲載数の追加を行い、
参加者数の増加を図
る。 上越市子ど

も・子育て支
援事業計画

共生まち
づくり課

2 追 学校運営協議会制度（コミュ
ニティ・スクール）の推進

市立の全小中学校をコミュニティ・
スクールに指定し、校長、教職
員、保護者、地域住民、学識経験
者などで構成する「学校運営協議
会」を設置する。協議会では、学
校運営の基本方針の承認、教育
活動に関する意見交換、学校評
価などを行い、地域とともにある
学校づくりを進める。

コミュニティ・スクールの実施によ
り、学校、家庭、地域がそれぞれ
の教育を充実するとともに、連携
して教育を推進する。

・年度末に取りまとめる
各学校運営協議会の取
組情報
・学校運営協議会代表者
懇談会等の情報交換会

すべての公立小中学校で
実施

すべての公立小中学校で
実施

学校運営協議会の運営により、学校
が家庭や地域と連携して子どもをより
よく育てることができる環境づくりを進
める。

ファシリテーションなど、学校
運営協議会での「熟議」の充
実を図る研修を設定するとと
もに、家庭教育支援や、社
会に開かれた教育課程、小
中連携、一貫教育等の視点
から、コミュニティ・スクール
の在り方について、研修や
情報交換を進めながら明ら
かにしていく。

・10月に学校運営協議会
代表者懇談会を開催した。
上越市学校運営協議会規
則の改正点や、今後のコ
ミュニティ・スクールの在り
方についての説明や小中
一貫教育の視点を踏ま
え、中学校区を挙げて取り
組む実践発表を行ったほ
か、校種や学校規模を考
慮したグループ別情報交
換を行った。

○

・学校運営協議会
制度を導入して6年
が経過した。学校職
員も委員も入れ替わ
ることがあるため、今
後も意図的・計画的
に研修を進める必要
がある。
・これまでの取組の
成果と課題を明らか
にし、課題克服のた
めの研修内容を工
夫する必要がある。

→

・学校運営協議会での
「熟議」の充実を図る研
修を設定するとともに、
学校運営協議会委員
の自主性・主体性を高
める視点から、今後のコ
ミュニティ・スクールの
在り方について、研修や
情報交換を進めながら
明らかにしていく。

上越市総合
教育プラン
上越市子ど
もの権利基
本計画

学校教育
課

3 職場体験等の実施 地域社会への参加、社会性や望
ましい勤労観、職業観を育む学習
の一環として中学2年生を対象に
職場体験、地域の見学等を行う。

職場体験 の受入れ体制など教育
条件の整備・充実を図り、キャリア
教育の一環としての職場体験を
通して、望ましい勤労観、職業観
を育み、働くことの意義や自分の
将来を明確に考えることができる
生徒を育てる。

ゆめチャレンジ事業で職
場体験を実施

すべての中学校の2年生
が5日間
※文部科学省が職場体
験充実のポイントとして
「体験の5日間の実施」と
している。

すべての中学校の2年生
が5日間
※文部科学省が職場体
験充実のポイントとして
「体験の5日間の実施」と
している。

地域社会への参加体験を行うことで、
子ども自身の社会性や望ましい勤労
観、職業観を養う。

上越市キャリア・スタート・
ウィーク実行委員会を中核
に、実施校の担当者による
職場体験推進部会を編制す
ることで、きめ細かな事業を
展開する。

・上越市キャリア・スタート・
ウィーク実行委員会を中核
に、推進部会や担当者研
修会、受入れ事業所説明
会を実施し、活動の意義、
事前事後指導の在り方に
ついて確認を行った。
・受入れ応諾541事業所
のうち、490事業所で全22
校の中学校2年生1,499人
が5日間の職場体験を実
施した。

○

・受入れ事業所が減
少傾向にあるため、
新規事業所開拓を
進めていく必要があ
る。
・学校により職場体
験の成果に差が見
受けられるため、担
当者研修会や受入
れ事業所説明会の
内容を工夫する必
要がある。

→

・産業振興課と連携し、
各中学校区を中心にし
た新規事業所開拓を進
めていく。
・担当者研修会、受入
れ事業所説明会におい
て、事前事後指導や体
験内容について情報交
換・情報提供する場を
設け、活動の充実を図
る。

上越市総合
教育プラン
上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

学校教育
課

【評価指標】地域が安全で安心して暮らせると感じる子どもの割合　97％⇒97％以上

【評価指標】地域の行事などに参加する子どもの割合　75％⇒78％
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4 謙信ＫＩＤＳプロジェクト 各種体験活動を通して、児童・生
徒の育成を図る。

体験活動への参加を通じて、様々
なことに関心を持つ児童・生徒を
育成する。（成人者に対して実施
している自発的に行動できる人材
の育成事業への参加につなげて
いく。）

・募集定員に対する申込
率
・参加者の事業終了後の
自己目標達成度

・募集人数に対する申込
率
1,233人（申込件数）／864
人(募集定員)≒143％

※他の2項目については
平成27年度から把握する
ため、今後目標とする基
準値を設定する。

毎年の募集人数に対する
申込率が上回っているこ
と。

※他の2項目については
平成27年度から把握する
ため、今後目標とする基
準値を設定する。

・児童が興味を持つ内容の体験活動
が提供できているのかどうかを図る目
安として、募集定員に対する申込率と
したもの。
・体験活動への参加を通じて「自己目
標の達成度」をアンケートを通じて確
認し、事業の実効性を図る。

各講座において、上越市と
の関係性をより強調できるよ
う内容を検討して実施する。

・定員に対する申込率≒
182％（申込人数1,083人
／定員595人）
・アンケート回答者のうち、
自己目標達成度98％、講
座に参加した満足度
99％、上越市への興味度
98％

○

・地域の特色につい
て、より深く理解でき
るような学びの機会
を提供できるよう取
組みを継続する。 →

・各講座において、なる
べく多くの児童が参加で
きるよう講座数の改廃
を行うとともに、上越市
との関係性をより強調で
きるよう内容を検討して
実施する。

・上越市総
合教育プラ
ン
・上越市子
ども・子育て
支援事業計
画
・上越市食
育推進実施
計画
・人権総合
計画

社会教育
課

5 学びの輪プロジェクト（すこや
かな暮らし応援事業）

保護者を対象に、家庭環境や育
児など家庭教育を題材とした講座
を行い、家庭の教育力の向上を
図る。

家庭環境や育児など家庭教育を
題材とした講座を行い、家庭の教
育力を向上させる。

定員に対する申込率
100％

定員に対する申込率
100％

定員に対する申込率
100％

子どもの成長について理解を深め、子
育て中の悩みや課題を共有し、自己
の課題解決につなげる。

「家庭教育支援講座」を28地
区公民館で実施するテーマ
学習に位置付け、企画実施
する。

・28地区すべての公民館
において、子どもとの接し方
や食育などをテーマとした
講演会を実施した。
・定員1,535人に対して申
込人数1,367人。定員に対
する申込率は89％

△

・保護者のほか祖父
母世代からの参加も
あり、地域での家庭
教育に対する意識と
知識を高めることが
できた。今後も継続
して開催していく。

→

・有効的に事業を進め
るため、保育園及び小
学校など教育機関の協
力のもと、保護者が多く
参加する保育参観や学
習参観などの各種行事
に合わせて実施する。

上越市総合
教育プラン
上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

社会教育
課

6 青少年健全育成センター事
業

街頭指導や環境浄化活動を通し
て、防犯や非行防止の呼びかけ
を行い、青少年の健全育成を推
進する。

青少年の健全育成、非行防止を
図るため、市内を巡回し青少年へ
の声がけによる街頭指導を行う。

青少年健全育成委員が
街頭指導「愛の一声運
動」で、あいさつを含めた
声かけの回（人）数
※内容について、あいさ
つの数は増加に、注意指
導の数が減少することが
望ましい

年間4,983回（人）
注意・指導623回(人)

年間6,000回（人）以上 青少年へ声掛けをすることにより、地
域で見守っている大人がいるという安
心感を持たせ、非行防止につなげるも
ので、例年の目標値を設定したもの。
※回（人）数はあいさつ、注意・指導の
合算で延べ人数。

青少年健全育成委員の資
質向上を図り、現在青少年
の置かれている環境や実態
を理解するため、現場視察
等を取り入れた研修会を４
回実施する。

・青少年健全育成委員の
資質向上を目的とする研
修会を予定通り４回実施し
た。
・４月：街頭指導の心得の
研修（53名参加）
・６月：若者育成支援の視
察研修（27名参加）
・８月：上越市の青少年育
成支援の研修（66名参加）
・10月：街頭指導、青少年
支援の視察研修（17名参
加）
・街頭指導における育成委
員声掛け回数は延べ
8,495回
（人）、注意・指導回数は
379回（人）であり、愛の一
声運動を推進できた。

○

・研修会の充実によ
り街頭指導の意義や
役割についての認識
が浸透しつつあり、
成果も上がってい
る。育成委員の交代
に対応できるよう、
今後も研修と実践を
継続していく。
・若者育成支援が課
題になっている。研
修会や支援活動を
通して取組の推進を
図っていく。

→

・街頭指導の充実策と
しての「愛の一声運動」
8,000人以上を目標に
取り組む。
・困難を抱える若者支
援の啓発及び本人・保
護者への支援活動に積
極的に取り組む。

上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

社会教育
課

7 地域青少年育成会議
　

中学校区単位で設置されている
青少年育成会議が、地域の青少
年育成に主体的に関わり、学校
等の教育機関と連携し、地域の
総合的な教育力の向上を目指し
て地域の特色を活かした活動を
行う。

「地域の子どもは地域が育てる」
ことに資する活動を通して、地域
の教育力の向上を図る。

コーディネーターの資質
向上のための研修会実
施数

年4回 年4回 育成会議の活動の中核となるコーディ
ネーターの資質向上により、育成会議
の活発化と地域での教育力の向上が
期待できるため。

コーディネーターの資質向
上のため、引き続き研修会
（自主開催を含む。）を年4回
実施する。

・計画どおり年4回研修会
（うち自主的開催2回）を実
施した。
・7月13日　新任者研修
（20人参加）、9月20日
実務研修会（37人参加）
・10月7日　実践発表会、
3月6日　八千浦、谷浜・桑
取、名立のコーディネー
ター交流会を実施

○

・自主的に開催する
ノウハウの習得も含
め、コーディネーター
の資質向上に向け、
取組を継続する。

→

・コーディネーターの資
質向上のため、引き続
き研修会（自主開催を
含む。）を実施する。

上越市総合
教育プラン
上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

社会教育
課

8 安全教室 保育園、幼稚園、認定こども園、
小学校に安全教育指導員を派遣
し、犯罪から自らの身を守るため
の方法などを指導する。

犯罪弱者である子どもに犯罪の
被害にあわないための知識を習
得させ、市民生活の安全・安心の
確保を図る。

開催回数 幼稚園・保育園・認定こど
も園
＝37園中36園で実施
小学校＝53校中45校で実
施（未開催の学校は学校
独自で実施）

幼稚園・保育園・認定保
育園
＝申込のあった園に対し
100％実施
小学校＝申込のあった学
校に対し100％実施

安全教育指導員を派遣し、自らの身を
守るための方法などを指導している。
幼・保は全園の半数を毎年の対象園
として希望園に対して実施している。
小学校は1年生を対象学年とし毎年希
望校に対して実施している。

・親子防犯・交通安全教室を
実施する。
・申し込みのあった幼稚園及
び保育園に対し、安全教室
を実施する。
・申し込みのあった小学校に
対し、1年生を対象とした防
犯教室を実施する。

・幼稚園、保育園に対し防
犯教室の開催を周知し、希
望園で親子教室・防犯教
室・交通安全教室を実施し
た。（延べ60園）
・希望する小学校に対し、1
年生対象の児童防犯教室
を実施した。（45校）

○

・子どもの安全確保
には、親の日頃から
の指導・監督が重要
であることから、今後
も親子教室を継続
実施する。
・専門性を有する指
導のため、保育園や
幼稚園及び小学校
を対象とした防犯教
室を実施する。

→

・親子防犯・交通安全
教室を実施する。
・希望する保育園、幼
稚園に対し、安全教室
を実施する。
・希望する小学校に対
し、低学年を対象とした
防犯教室を実施する。

上越市みん
なで防犯安
全安心まち
づくり推進
計画
上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

市民安全
課

9 安全安心まちづくり推進パト
ロール

犯罪の抑止と防犯意識の啓発を
図るため、児童・生徒の下校時間
帯を重点にした市の青色回転灯
パトロール車16台による巡回を行
う。

街頭犯罪の未然防止及び防犯意
識の高揚を図るため、パトロール
を実施する。

青色パトロール車16台に
よる、ながらパトロールの
実施回数

実施時間数（年間）
　　　1,055時間
実施回数（年間）
　　　16台で762回の運行

週１回以上 青色パトロール車の許可条件である
週1回以上の運行を行う。パトロール
により、防犯意識の啓発を図る。

週1回以上のパトロールを実
施する。

・木田庁舎2台、各総合事
務所1台の合計15台でパト
ロールを実施した。
・実施回数：2,195回（週平
均2.8回）

○

・週1回以上のパト
ロールを実施するこ
とができた。今後も
週1回以上のパト
ロールを実施する。

→

週1回以上のパトロール
を継続する。 上越市みん

なで防犯安
全安心まち
づくり推進
計画

市民安全
課

4



資料№1

実績
指標単位 Ｈ26現状値 Ｈ31目標値

目標達成に向けた
実施内容

（何を・どうするか）

達成状況
（目標に対す
る到達度）

目標達成に向けた
実施内容

（何を・どうするか）

実施目標
実施目標設定の意図

（なぜ、この目標に設定したのか）

Ｈ29年度
関連計画
（上越市第
6次総合計
画以外）

担当課

Ｈ30年度

評価・分析等
（来年度に向けたアプ

ローチ）

目的
基本
目標

基本
的な
施策

事業
№

事業名 事業概要

10 拡 安全メール 市内で発生した犯罪、災害、火
災、交通事故、その他（クマ・サル
の出没）情報をメール配信により
情報提供することにより、被害の
連鎖や拡大を抑止する。

市内で発生した犯罪、災害、交通
事故などの情報を迅速に提供し、
市民の自主的な防犯・防災活動
を促し、市民の安全安心の確保を
図る。

安全メール登録者数
（件）

5,876件 6,200件 登録件数を増やすことで、市内で発生
した犯罪、災害、交通事故等の被害の
連鎖を抑止する。

・登録件数を6,500件以上と
する。(安全安心まちづくり推
進計画掲載事業のため変更
不能）
・広報上越等を活用し登録
者増加に向けた広報活動を
行う。
・情報提供に関しては、必要
な情報を提供し、被害の拡
大防止や注意喚起を行う。

・登録者数の増加に向け、
広報上越への掲載や防犯
講話等の際に周知を実施
した。
・登録者数：8,964人

○

・引き続き登録者増
加に向け、様々な機
会を通じ広報を行
う。

→

・登録件数を6,500件
以上とする。(安全安心
まちづくり推進計画掲載
事業のため変更不能。
安全安心まちづくり推進
計画は平成３０年度見
直しを行う予定で、新目
標を策定中である。）
・広報媒体等を活用し
登録者増加に向けた広
報活動を行う。
・情報提供に関しては、
必要な情報を提供し、
被害の拡大防止や注
意喚起を行う。

上越市みん
なで防犯安
全安心まち
づくり推進
計画
上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

市民安全
課

11 110番協力車制度 地域住民の協力による自主的な
防犯活動の一環として、趣旨に賛
同する方の車両に「110ばん協力
車」のステッカーを貼り付けてもら
い、車両運行中に不審者又は助
けを求める子どもを発見した場合
に警察その他関係機関への通報
及び子どもの保護活動を行う。

市民ぐるみで犯罪の抑止と防犯
意識の啓発を図り、犯罪のない安
全で安心なまちづくりを実現する。

協力車登録台数 4,536台 毎年、前年度より登録台
数が増加

協力車の登録台数の増加により、犯
罪の抑止につなげる。

登録台数の増加に向け、広
報活動を実施する。

・登録台数の増加に向け、
広報上越への掲載や防犯
指導の際に周知、庁用車
への協力依頼を実施した。
・新規登録台数：　174台
・累計登録台数：5,178台

○

・広報上越、防犯講
話での広報活動を
実施するとともに市
所有の庁用車に対
し,協力依頼をしたこ
とで増加となった。
更なる広報活動を
実施する。

→

・登録台数の増加に向
け、広報活動を実施す
る。

上越市みん
なで防犯安
全安心まち
づくり推進
計画
上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

市民安全
課

４　誰もが等しく権利を享受するための支援 【評価指標】必要な支援や助成が受けられていないと感じる人の割合　12％⇒6％

1 こども発達支援センター
（児童発達支援事業）

　
　

乳幼児の発達及び発育を懸念す
る保護者からの相談に応じるとと
もに、必要な乳幼児に対し発達を
促す療育サービス等を提供する。
また、日常生活場面で障害等を
理由に活動や参加が制約される
ことがないようその子なりの活動
参加に向けた環境調整等を図
る。

事業が日常生活の生きる力につ
ながるよう、関係者と方向性を共
有した中で支援を展開する。

療育登録児にかかる個
別支援計画の作成割合

100% 100% 療育サービスを提供する乳幼児に対
し個別支援計画（親や在籍園等と共
有）を作成し、定期的に内容を評価し
ていくことで、子どもを中心とした一貫
した支援に繋げていくことができるた
め。

・発育・発達を懸念する保護
者からの相談に応じるととも
に、必要な乳幼児に対し発
達及び発育の支援を行う。
・園での指導方針と結びつ
いたセンター個別支援計画
を作成する。

・療育登録児にかかる個別
支援計画を保護者や園等
と情報共有しながら作成す
ることで適切な療育サービ
スを提供することができた。 ○

・今後とも、保護者
や園等との情報共
有及び連携を図って
いくことにより、適切
な支援計画の作成
と療育サービスの提
供を実施していく。

→

・発育・発達を懸念する
保護者からの相談に応
じるとともに、必要な乳
幼児に対し発達及び発
育の支援を行う。
・園での指導方針と結
びついたセンター個別
支援計画を作成する。

上越市障害
者福祉計画
上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

こども発
達支援セ
ンター

2 拡 児童扶養手当給付事業
　

ひとり親家庭等の父または母等
に対して手当を給付する。

ひとり親家庭等の生活の安定と
子育てにかかる経済的負担の軽
減を図る。

広報紙による制度の周
知回数

年1回 年2回 制度の周知回数を増やすことで、未申
請者の申請を促す。

申請漏れが起こらないよう、
市民課等と連携し、対象者
に手続きの案内を行う。

・離婚や配偶者との死別等
に伴い受給資格が発生す
ると思われる戸籍の届出を
行った方について、市民課
と連携し、対象者に手続き
の案内を行った。
・広報上越8月1日号、12
月15日号で制度の周知を
行った。

○

・市民課等と連携
し、ひとり親になるタ
イミングを捉え、制
度の周知と申請案
内を行った。

→

・申請漏れが起こらない
よう、市民課等と連携
し、対象者に手続きの
案内を行う。
・法改正に伴い、平成
30年8月分～の手当額
について、本人所得に
かかる手当額算定の制
度拡充を行う。

上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

こども課

3 拡 子ども医療費助成事業

　

入院、通院ともに0歳から中学校
卒業までの子どもの医療費に対
し、自己負担金から一部負担金を
控除した額を助成する。
※平成28年9月より、対象者を高
校卒業までの子どもに拡充した。

疾病の早期発見と早期治療を促
すとともに、子育て支援として保
護者の経済的な負担を軽減す
る。

申請漏れ件数 0件
住民票異動リストとの突
合により確認する

0件
住民票異動リストとの突
合により確認する

対象となるすべての子どもが医療機
関に受診しやすい環境を整える。

・引き続き市民課等と連携
し、対象者に手続きの案内
を行う。
・住民票の異動状況を随時
確認し、未申請者に対し、随
時案内を行う。
・未申請者に対し、通知を行
い、制度の周知を図る。

・出生及び転入による受給
資格者について、市民課
等と連携し、対象者に手続
きの案内を行った。
・住民票の異動状況を随
時確認し、未申請者に対し
て随時案内を行った。

○

・市民課等と連携
し、制度対象になる
タイミングを捉え、制
度の周知と申請案
内を行った。

→

・市民課等と連携し、対
象者に手続きの案内を
行う。
・住民票の異動状況を
随時確認し、未申請者
に対し、随時案内を行
う。
・未申請者に対し、通知
を行い、制度の周知を
図る。
・平成30年9月診療分
から、未就学児の受診
にかかる自己負担金を
無料化する。

上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

こども課

4 追 拡 ひとり親家庭等支援事業 ひとり親家庭等の経済的負担の
軽減を図るため医療費助成を行
うとともに、母子・父子自立支援
員による就労支援や資格取得の
ための費用などを助成する。

医療費助成を行うことで、疾病の
早期発見・早期治療を促すととも
に、ひとり親家庭等の経済的な負
担を軽減する。
合わせて、ひとり親家庭の経済的
自立を促すことで、生活の安定を
図る。

制度の周知回数 年2回 年4回 制度の周知回数を増やすことで、未申
請者・未利用者の申請を促す。

引き続きハローワークとも連
携をしながら、就労支援PR
を行う必要がある。新規申
請者及び現況届出時に「無
職」のひとり親に対し、就労
支援を働きかけていく。

・児童扶養手当定期支払
通知等に就職支援案内を
同封し、対象者全員に支
援制度の案内を行った。
（4月、12月定期支払通
知、7月現況届書類送付、
10月現況届結果通知、毎
月の新規認定通知に同
封）
・児童扶養手当申請者のう
ち無職の人に対し、制度を
説明し、案内チラシを配布
した。
・自立支援プログラム作
成：
7件
・自立支援教育訓練給付
金：10件
・高等職業訓練促進給付
金：6人

○

・自立支援プログラ
ムの作成件数は伸
びなかった。一方、
ハローワークの就労
自立促進事業にお
ける児童扶養手当
受給者の就職件数
が目標の40件に対
し52件の実績となっ
ており、就労を希望
するひとり親はハロー
ワークの就労支援を
受けたものと考えら
れる。

→

・引き続きハローワーク
とも連携しながら、就労
支援PRを行っていく。新
規申請者及び現況届
出時に「無職」や所得の
低いのひとり親に対し、
就労支援を働きかけて
いく。
・ひとり親家庭等医療費
助成について、平成30
年9月からの子ども医療
費助成の拡充に伴い、
随時周知を図る。

上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

こども課

5



資料№1

実績
指標単位 Ｈ26現状値 Ｈ31目標値

目標達成に向けた
実施内容

（何を・どうするか）

達成状況
（目標に対す
る到達度）

目標達成に向けた
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（何を・どうするか）

実施目標
実施目標設定の意図

（なぜ、この目標に設定したのか）

Ｈ29年度
関連計画
（上越市第
6次総合計
画以外）

担当課

Ｈ30年度

評価・分析等
（来年度に向けたアプ

ローチ）

目的
基本
目標

基本
的な
施策

事業
№

事業名 事業概要

5 私立幼稚園教育振興事業 公立・私立間の保護者負担の格
差是正を図り、もって私立幼稚園
教育の普及・充実を図るため、私
立幼稚園及び園児保護者へ助成
を行う。

幼児教育を受ける権利を平等に
享受できるよう、保護者の所得に
応じた保育料補助を行い、幼児教
育の振興を図る。

申請漏れ件数 0件
幼稚園に対して未申請理
由を確認し、当該補助金
交付対象者になりえる人
に申請を促す

0件
幼稚園に対して未申請理
由を確認し、当該補助金
交付対象者になりえる人
に申請を促す

公立・私立間の負担均衡を図ることを
目的としているため、周知不足を理由
とした申請漏れによる補助金未受給を
無くす必要があるため

子ども・子育て支援新制度
に移行しない私立幼稚園に
対し、支援が必要な保護者
の把握に努め、対象者全員
に所得状況に応じた補助を
行う。

・幼稚園と連携を取りなが
ら、支援が必要な保護者
の把握に努め、当該保護
者全員に必要な補助を
行った。

○

・幼稚園に対して追
加申請者の有無を
随時確認し、園の状
況把握に努めた。

→

・満3歳児が3歳の誕生
日を迎えた時点で補助
金受給対象となること
から、年度当初から園
に対し3歳児の申請漏
れが無いよう周知すると
ともに、補助金交付対
象者になり得る人が未
申請とならないよう周知
を徹底する。

上越市総合
教育プラン
上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

教育総務
課

6 就学支援委員会 ・特別な教育的支援を要する児童
生徒の自立と共生を目指す特別
支援教育を推進する。
・特別な教育的支援を必要とする
幼児、児童及び生徒に対し、十分
な教育を受ける機会を保障し、当
該幼児、児童及び生徒の保護者
及び教育諸機関等に支援を行う
ことにより、当該幼児、児童及び
生徒の適切な就学を図るため、
上越市就学支援委員会を置く。
・幼児、児童及び生徒一人ひとり
の適切な就学についての判断及
び具体的な支援方策についての
提言を行う。

特別な教育的支援を必要とする
幼児、児童及び生徒に対し、十分
な教育を受ける機会を保障し、当
該幼児、児童及び生徒の保護者
及び教育機関等に支援を行うこと
により、当該幼児、児童及び生徒
の適切な就学を図る。

管理職や就学相談員に
国の就学基準に基づい
た判断や支援方策につ
いて周知徹底し、適切か
つ円滑な就学支援が行
えるようにする。
就学支援委員会を開催
し、個々のケースについ
て慎重に審議を行う。
幼児、児童及び生徒一人
ひとりの適切な就学につ
いての判断及び具体的
な支援方策についての
提言を行う。

実施 継続実施 管理職や就学相談員に就学基準に基
づいた判断や支援方策を周知するこ
とで、保護者や本人への情報提供が
適切に行え、合意のもと、就学先を決
定したり、児童生徒の障害の状態に応
じた指導や支援を行ったりすることが
できるため。

就学相談員向け、コーディ
ネーター向け、管理職向け
研修会を年度当初に開催
し、就学相談の目的や方策
について周知を図る。
こども発達支援センター等
関係機関との連携を進め、
円滑に相談が行えるように
する。

・就学相談員悉皆研修を１
回、検査専門相談員を対
象とした研修を３回実施
し、知識・技能を高めること
ができた。
・昨年度よりも47件幼児の
就学相談が増えたが、就
学アドバイザーやこども発
達支援センターとの連携
で、円滑な支援が行えた。

○

・就学相談の件数が
増加傾向にあり、就
学相談員への負担
が増している。

→

・管理職や就学相談員
に就学基準に基づいた
判断や支援方策を周
知することで、保護者や
本人への情報提供が
適切に行え、合意のも
と、就学先を決定した
り、児童生徒の障害の
状態に応じた指導や支
援を行う。

上越市総合
教育プラン
上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

学校教育
課

7 特別支援学級 小・中学校に特別支援学級を設
置し、教育上特別な支援を必要と
する児童･生徒に対し、学習上ま
たは生活上の困難を克服するた
めの教育を行う。

就学支援委員会の判断を基とし
た就学相談により、個々の児童生
徒に応じて入級を決定し、障害に
よる学習上または生活上の困難
を克服するための教育を充実す
る。

就学支援委員会の判断
を基とした就学相談によ
り、個々の児童生徒に応
じて入級を決定し、障害
による学習上または生活
上の困難を克服するため
の教育を充実する。

実施 継続実施 就学支援委員会の判断を基とした就
学相談により、個々の児童生徒に応じ
て入級を決定し、障害による学習上ま
たは生活上の困難を克服するための
教育を充実する。

・新任特別支援学級担任向
け研修会を実施し、特別支
援学級の目的、運営等につ
いて周知を図る。
・特別な支援を要する児童
生徒に対し、身辺自立の支
援を行うため、介護員を配
置する。

・新任特別支援学級担任
向け研修会を実施し、専門
性を高めることができた。
・介護員を配置し、特別支
援学級での教育活動が、
安全かつ一人一人の実態
に即した支援ができた。

○

・支援方法や自立活
動への意識は高まっ
てきているが、一人
一人の実態に即した
授業へのつながりを
明確にするなど工夫
が必要である。

→

・就学支援委員会の判
断を基に就学相談によ
り、個々の児童生徒の
状態に応じて入級を決
定し、障害による学習
上または生活上の困難
を克服するための教育
を充実する。

学校教育
課

8 学習指導支援事業 教育補助員や介護員配置を行
い、学習障害、注意欠陥多動性
障害及び高機能自閉症など発達
障害のある児童・生徒へのきめ細
かい指導を行うことにより、児童・
生徒の学習を充実させ、生きる力
を育てる。

児童・生徒の学習を充実させ、生
きる力を育てる。

特別な支援を要する児童
生徒の在籍数及び障害
の実態に応じた職員配置
人数

教育補助員72人（小中）
介護員71人（小中）

教育補助員67人
介護員69人
※特別な支援を要する児
童・生徒数が児童・生徒
の総数に比例して減少傾
向にあり、教員補助員・介
護員の配置人数も減少

特別な支援を要する児童生徒の在籍
数及び障害の実態に応じ教育補助
員・介護員を適正配置することで、き
め細かい指導を行う。

・継続して年２回の研修会を
実施し、資質の向上を図る。
・教育補助員が授業担当者
の指示を受けて個別指導を
行う「取り出しの学習指導」
を実施している学校を訪問
し、教育補助員の指導や支
援に対する助言や、学校体
制に対する指導を行い、効
果的な指導ができるように
する。

・年２回の研修会を行い、
支援方法等の知識や技能
を高めることができた。
・教育補助員74人、介護
員76人、学校看護師2人
を配置した。

○

・学校からの要望調
査では、支援の必要
な児童生徒数に対し
て教育補助員の人
数が不足しているこ
とから計画的に増員
していく必要がある。

→

・特別な支援を要する
児童生徒の在籍数及
び障害の実態に応じ、
教育補助員・介護員を
適正配置することで、き
め細かい指導を行う。 学校教育

課

9 奨学金貸付事業 経済的な理由により就学が困難
な学生・生徒に対して、奨学金を
貸付けることにより、教育の機会
均等の確保を図り、地域社会に
有用な人材の育成に寄与する。

学資の貸付を通じ、教育の機会
均等を図る。

制度周知回数 年1回

【参考】H26末
延べ116人
残高87,736千円

年1回 社会情勢や個人的問題などが大きく
影響する事業であることから、人数や
金額の設定を避け、制度を周知する
回数を目標とした。

制度の周知を徹底する。
周知方法：学校へ募集要項
等送付(中学校、高校、専修
学校、大学)、広報上越への
掲載、ホームページへの登
載。
応募者の増加を目指し、制
度の周知方法の検討及び
応募要項等の見直しについ
て検討する。

・新規貸付者：平成29年
度、新たに6人へ貸付を
行った。
・累計貸付者数：34人
　大学院2人、大学18人、
　短大1人、高校12人、
　専修1人
・周知回数：奨学金募集の
タイミングで、広報上越、
ホームページでの周知に
加え、市内の中学・高校を
はじめ近隣市の高校、県内
および近隣県の大学、専
門学校等95余りの学校等
に募集要項の配置を依頼
した。また、県奨学金ガイド
にも掲載した。合計周知回
数：3回
・制度拡充：より魅力ある制
度とするため、下記のとおり
制度を拡充し、関係機関
へ周知した。（H30年度より
実施）
①・成績基準、所得基準、
貸付金額、返還期間の拡
充
②予約募集、入学準備金
の新設

○

・制度を拡充したこと
で、制度の対象とな
る人が増加した。制
度を必要としている
人が漏れなく申請で
きるようにするため、
今まで以上に制度の
周知を徹底する必
要がある。

→

・制度の周知を徹底す
る。
　・周知方法：学校へ募
集要項等送付(中学
校、高校、専修学校、
大学)、広報上越への
掲載、ホームページへ
の登載。
　・周知回数：年3回

学校教育
課

10 就学援助費補助事業 経済的に困窮する世帯の教育費
の一部負担軽減を図るため、学
用品費や給食費などの支援を行
う。

学校教育法に定める援助を行
い、保護者の収入状況にかかわ
らず、等しく平等な教育を受ける
機会を保障する。

制度周知回数 年3回

【参考】H26支給実績
小学校
　1,410件101,968千円
中学校
   　906件 98,456千円

年3回 社会情勢や個人的問題などが大きく
影響する事業であることから、人数や
金額の設定を避け、制度を周知する
回数を目標とした。

年3回、市内小中学校の全
児童生徒に制度案内を配布
する。

・4月・9月・1月に市内小
中学校に在籍する全児童
生徒に制度案内を配布し、
随時申請を受け付けた。
・制度の周知回数：年3回

○

・制度の周知を徹底
して、援助が必要な
児童生徒に援助費
を支給し、経済的支
援を行うことができ
た。 →

・年3回（4月、9月、1
月）に市内小中学校の
全児童生徒に制度案
内を配布する。 上越市総合

教育プラン
上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

学校教育
課

6



資料№1

実績
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11 拡 通学援助費 遠距離通学する児童・生徒の通
学費を援助し、保護者の負担軽
減を図る。

遠距離通学する児童・生徒の通
学費を援助し、保護者の負担軽
減を図る。

制度周知回数 1回
【参考】H26実績
小学校21,356千円
中学校36,817千円

2回 学校経由で制度周知を図り、確実に
対象地域の児童・生徒の通学補助申
請ができるようにする。

学校を通した制度の周知を
徹底することで、対象者の
申請漏れを防ぎ、確実に児
童・生徒の通学補助ができ
るようにする。

・通学の支援を必要とする
児童・生徒の保護者に対
し、学校を通して制度の周
知を2回実施した。
・学校を通した制度の周知
を徹底することで、対象者
の申請漏れを防ぎ、確実に
児童・生徒の通学補助が
できるように努めた。

○

・対象者の申請漏れ
を防ぎ、確実に児
童・生徒への通学補
助ができるようにす
るため、引き続き学
校を通し、制度の周
知を実施する。

→

・学校を通した制度の
周知を徹底することで、
対象者の申請漏れを防
ぎ、確実に児童・生徒
の通学補助ができるよ
うにする。

上越市総合
教育プラン
上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

学校教育
課

12 上越市自立支援協議会の運
営

　

・障害のある人（児童含む）の福
祉向上を目的とし、個別の相談支
援からニーズや課題を抽出し、そ
の解決・改善に向けた検討を行
う。
・協議会に子ども関連の部会を設
置し、幼児期から学童期までの課
題について検討する。

障害のある人の生活を地域全体
で支えるため、関係者の連携強
化を図り、住み慣れた地域で安心
して暮らすことができるまちづくり
に向けた事業を実施する。

子ども関連部会における
目的の達成度

子ども関連部会における
目的が達成されている。

子ども関連部会における
目的が達成されている。

子ども関連部会における目標が達成
されることで、子どもが安心して暮らす
ことができるまちづくりに寄与する。

自立支援協議会の専門部
会として、引き続き月1回開
催し、地域課題を抽出・整理
し、課題解決に向けて関係
機関と連携し、福祉施策に
反映させる。

・子ども関連部会を9回開
催した。(4/24、6/28、
7/11、8/7、9/4、10/2、
11/6、12/4、3/5）障害
児の福祉に係る地域の課
題を抽出し、解決のための
検討や事業実施を行った。
・実施内容：
①課題検討：放課後等デ
イサービス利用に関するこ
と、こどもハンドブック再編
に関すること、児童に関す
る相談窓口の整理に関す
ること、保護者等への障害
福祉サービス等の情報提
供に関すること
②障害児の放課後活動の
場づくり（バスケットボール
の実施）
③障害福祉事業所合同説
明会の企画・運営

○

・抽出した障害児支
援に関する課題の
解決に向けた検討に
より、市の事業実施
の参考となった（放
課後等デイサービ
ス）。
・障害児の放課後活
動の場として、バス
ケットボールの実施
については、自主的
活動に移行した。
・障害福祉事業所
合同説明会の開催
により、障害児の保
護者や特別支援学
校教諭に対する
サービスの理解促進
が図られた。

→

・自立支援協議会にお
いて、障害者福祉計画
に定めた障害児支援体
制の整備に関する検討
を進めるほか、引き続
き、障害児の保護者に
対する意識啓発の継続
的な実施について検討
を進めていく。

上越市障害
者福祉計画

福祉課

13 障害児福祉手当 精神または身体に著しい重度の
障害があり、日常生活において常
時介護を必要とする児童（20歳未
満）に対し、手当を支給する。

重度障害児に対して、その障害の
ため必要となる精神的、物質的な
特別な負担の軽減の一助として
手当てを支給することにより、特
別障害児の福祉の向上を図る。

窓口等での制度周知の
徹底

身体障害者手帳及び療育
手帳交付時、その他関連
の手続き対応時に制度周
知を実施したか、漏れ落
ちがないか、職員間で確
認する。

身体障害者手帳及び療育
手帳交付時、その他関連
の手続き対応時に制度周
知を実施したか、漏れ落
ちがないか、職員間で確
認する。

申請漏れがないよう、制度内容を窓口
等で周知することで、日常生活の安定
につなげる。

関係機関と連携を図りなが
ら、申請漏れのないよう、窓
口等での制度周知の徹底に
努める。

・身体障害者手帳及び療
育手帳交付、また関連性
のある手続き対応の際、制
度周知を実施した。
・受給者数：年間延べ443
名（定期支払平均110名） ○

・身体障害者手帳
及び療育手帳交
付、また関連性のあ
る手続き対応の際、
制度周知を実施した
ことにより、スムーズ
な申請手続きが図ら
れた。

→

・引き続き、身体障害
者手帳及び療育手帳
交付、その他関連性の
ある手続きなどの窓口
対応の際、制度の周知
徹底を図る。

上越市障害
者福祉計画
上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

福祉課

14 特別児童扶養手当

　

精神または身体に障害のある児
童（20歳未満）を在宅で監護・養
育する人に対し、手当を支給す
る。

手当を支給することにより、児童
の福祉の増進を図る。

窓口等での制度周知の
徹底

身体障害者手帳及び療育
手帳交付時、その他関連
の手続き対応時に制度周
知を実施したか、漏れ落
ちがないか、職員間で確
認する。

身体障害者手帳及び療育
手帳交付時、その他関連
の手続き対応時に制度周
知を実施したか、漏れ落
ちがないか、職員間で確
認する。

申請漏れがないよう、制度内容を窓口
等で周知することで、日常生活の安定
につなげる。

関係機関と連携を図りなが
ら、申請漏れのないよう、窓
口等での制度周知の徹底に
努める。

・身体障害者手帳及び療
育手帳を新規に交付する
際に制度周知を実施したこ
とにより、スムーズな申請
手続きができた。
・受給者数：349名
（H29.11月定例支払分）
※H29.12.31受給権者数：
355名

○

・該当になりそうな児
童の保護者に対し
て、保健師や医療
機関の相談員等関
係機関と連携を図り
ながら、制度の周知
を徹底することがで
きた。

→

・対象となる方が申請
漏れとならないよう、関
係機関と連携を図りな
がら、窓口等での制度
の周知徹底に努める。

上越市障害
者福祉計画
上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

福祉課

15 通所交通費の助成 施設等へ定期的に通所する障害
のある児童の保護者に対し、経
済的負担の軽減を図るため、通
所にかかる交通費の一部を助成
する。

身体・知的・精神に障害のある児
童の保護者に対し、通所交通費
に係る経済的負担を軽減すること
により、住み慣れた地域で生きが
いを持って暮らせるようにする。

関係機関と連携を図りな
がら、窓口等での制度周
知を徹底する

通所利用者への申請時
の声掛け

継続実施 申請漏れがないよう、制度内容を窓口
等で周知することで、日常生活の安定
につなげる。

関係機関と連携を図りなが
ら、窓口等での制度周知を
徹底する

・既に制度を利用されてい
る方について、申請漏れが
ないよう、他の福祉サービ
スを申請される際に声がけ
を行い、窓口において周知
を図るよう努めた。
・利用件数：1,215件

○

・手帳を持たない方
への情報提供が難
しい。
関係機関と連携を
図りながら、窓口等
での制度周知を徹
底する。

→

・チラシを作成し、小児
科の待合場所等に掲
示してもらい情報提供
を行う。また、関係機関
と連携を図りながら、窓
口等での制度周知を徹
底する。

上越市障害
者福祉計画

福祉課

16 障害児日中一時支援 日中介護者がいないため、一時
的に見守り等が必要な障害のあ
る児童等に、施設等で活動の場
の提供などの支援を行う。

日中介護者がいないため、一時
的に見守り等が必要な障害のあ
る児童等に活動の場を提供する
ことで、自立生活及び社会参加を
促進する。

活動の提供場所 障害児日中一時支援事
業による活動の場の提供

指定放課後等デイサービ
ス事業所による活動の場
の提供

利用者のニーズを汲み取り、サービス
提供の場の移行を図る。

利用者のニーズを汲み取
り、サービス提供の場の移
行を図る。

・放課後等デイサービスの
定員超過時に、日中一時
サービスへの振替を行うこ
とにより、障害のある児童
等への活動の場を提供し
た。
・利用人数：36人

○

・放課後等デイサー
ビスの定員超過時の
一時預かりのニーズ
に対応した。

→

・引き続き、放課後等デ
イサービスの定員超過
時の日中一時サービス
への弾力的な振替を行
う。

上越市障害
者福祉計画
上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

福祉課
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３　子どもの権利の侵害からの早期救済

５-①　虐待、いじめ、差別その他子どもの権利の侵害からの早期救済に必要な措置（いじめ） 【評価指標】いじめを受けたとき、相談できなかった子どもの割合　35％⇒11％

【評価指標】市のいじめ対応について満足していない人の割合　25％⇒12％

1 新 いじめ問題対策協議会の運
営

関係機関が連携して、いじめの防
止啓発と早期発見・早期解決の
ため、子ども、保護者、地域など
へ効果的な手立てを講ずるため
の協議会を運営する。

いじめの防止等に関係する機関
及び団体の連携を図るため。

協議会開催回数 なし 年2回開催し、啓発や対策
の評価と改善を行う

関係機関の取組計画と取組状況、成
果や課題を共有し、常に有効な取組を
推進するため

関係機関が連携して、いじ
めの防止啓発と早期発見・
早期解決できるよう、上越市
いじめ問題対策連絡協議会
を年2回実施する。

・6月に第1回いじめ問題対
策連絡協議会を開催し、
上越市いじめ防止基本方
針の確認、情報共有等を
行った。
・2月に第2回いじめ問題対
策連絡協議会を開催し、
上越市のいじめ実態、来年
度の取組等の情報交換を
行い、各機関の成果と課
題を明らかにできた。

○

・いじめの防止啓
発、早期発見・早期
解決のために、今後
も関係機関が上越
市のいじめ問題の課
題を共有して連携で
きるようにする。

→

・いじめ問題対策連絡
協議会を年2回行い、
上越市のいじめ問題の
課題を共有し、関係機
関の連携を深める。

上越市いじ
め防止基本
方針

学校教育
課

2 新 いじめ防止対策等専門委員
会の設置

いじめ防止対策推進法の規定に
基づく組織として、「いじめ防止対
策等専門委員会」を設置し、いじ
めの防止等のための対策を実効
的に行い、重大事態に係る事実
関係を明確にするための調査な
どを行う。

・いじめ防止等のための対策につ
いて専門的知見から調査研究す
るため。
・重大事態にかかる事実関係を明
確にするための調査を行うため。

委員会の設置 なし 設置 いじめ防止等のための教育委員会の
取組の審議及び、重大事態の解決に
向けて、適切な対応を行うため

いじめの重大事態が発生し
た場合は、調査を行う。
教育委員会の諮問によっ
て、上越市のいじめ防止等
の対策について専門的知見
から審議する。

・2月に上越市いじめ防止
対策等専門委員会を開催
した。上越市のいじめの実
態、市内のいじめ事例を専
門的な知見から検討した。

○

・今後も、重大事態
の調査、いじめ問題
解決の分析等を専
門的知見から検討
できるようにする。

→

・いじめの重大事態が
発生したとき、調査を行
う。
また、年1回、委員会を
開催し、次年度の、いじ
め未然防止や早期発
見、早期解決に係る施
策について審議する。

上越市いじ
め防止基本
方針

学校教育
課

3 新 いじめ問題再調査委員会の
設置

いじめ防止対策推進法の規定に
基づく組織として、｢いじめ問題再
調査委員会」を設置し、法に規定
する調査を行う。

いじめ防止対策専門委員会の調
査結果について、必要に応じて再
調査を行うため。

委員会の設置 なし 設置 重大事態の解決に向けて、適切な対
応を行うため

いじめの重大事態が発生し
た際、いじめ防止対策専門
委員会の調査結果につい
て、必要に応じて再調査を
行う。

・いじめの重大事態の発生
がなかったため、委員会は
開催しなかった。

○

・必要に応じて委員
会を開催できるよう
次期委員を選定した
（任期：H29.11.12
～H31.11.11）

→

・いじめの重大事態が
発生した際、いじめ防止
対策専門委員会の調
査結果について、必要
に応じて再調査を行う。

上越市いじ
め防止基本
方針

総務管理
課

4 追 教員の指導力向上 学級活動、児童会活動、生徒会
活動等による児童生徒の自主的
な特別活動の推進に向けて、教
員の指導力向上を図るための研
修会を企画・開催する。

児童生徒の自己肯定感や所属意
識を高め、他を尊重する態度をは
ぐくむための指導力を高められる
よう支援する。

研修会の実施回数 3回 3回 特別活動を中心に、子供の主体性を
発揮させ、集団生活への満足度を高
めるとともに自己肯定感を高めること
が、いじめを生まない土壌となる。その
ための理論や方法論を実践から学ぶ
ことが教師に求められているため。

指導者を招いて、3回講座を
実施する。公開授業、協議、
指導。9月26日中学校（学級
活動）、9月27日小学校（学
級活動）、2月9日中学校（国
語）。

・9月27日に小学校、9月
26日と2月9日に中学校を
対象に計3回の学級づくり
講座を実施した。
・9月26日、27日は学級活
動の授業公開・協議・指導
者による指導、2月9日は
国語と終学活の公開・協議
を行った。
・参加者総計：59人

○

・参加者全員が、
「大変有意義だっ
た」もしくは「有意義
だった」と回答した。
実際の授業を参観し
ての研修会は教員
の指導力向上につ
ながる。
・会場校以外からの
参加者が少ないこと
が課題である。

→

・学級活動の授業を参
観・協議し、指導者の
解説や講義を通じ学級
の組織づくり、学級集団
づくりについて実践的に
学んでいくようにする。
・研修会のねらいや意
義を広く知らせ、参加
者を増やす。

上越市総合
教育プラン
上越市学校
教育実践上
の重点

学校教育
課

5 やすづか学園（やすづか学
園運営費補助事業）

自然と地域の中での生活・学習を
通して、子どもたちが傷ついた心
を癒し、自信を取り戻して自立で
きるよう支援する。
※やすづか学園…小学4年生か
ら中学3年生までのいじめや不登
校に悩む児童・生徒を対象とした
全寮制フリースクール

不登校などで悩みや不安を抱え
る児童・生徒が、いきいきと学園
生活を送ることができ、自信を取
り戻せるよう支援する。

運営費の補助 学園の継続（事業の継
続）

学園の継続（事業の継
続）

適正な運営がなされ、子どもたちの本
来の元気を回復させ、在籍校への復
帰や進学を支援していくため。

・教育委員会と連携し、就学
を希望する市内の児童生徒
への支援を図るとともに、学
園の収支状況を把握し経営
環境の改善を進める。
・国のフリースクールに対す
る支援の動向を踏まえなが
ら、教育委員会とともにより
よい運営体制を探る。

・在籍児童・生徒11人がい
きいきと学園生活を送るこ
とができるよう支援した。
・5人が修学し、希望する
進路に進むことができた。

○

・運営費補助金を適
正に交付すること
で、学園運営の支援
を行う。
・就学する市内児童
生徒に対しては、利
用開始時負担経費
などの補助を行う
（教育委員会）。

→

・教育委員会と連携し、
就学を希望する市内の
児童生徒への支援を図
るとともに、学園の収支
状況を把握し、経営環
境の改善を進める。
・国のフリースクールに
対する支援の動向を踏
まえながら、教育委員
会とともによりよい運営
体制を探る。

上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

福祉課

6 追 拡 子どもに対する各種相談窓
口の周知

子どもに対し、「えがお」などで各
種相談窓口の周知を行う。

子どもが悩みや不安を抱えたとき
に、「相談場所がわからない」、
「誰にも相談できない」という理由
で、一人で悩むことがないように
する。

「えがお」での相談窓口
の周知
・子どもほっとライン
・新潟県いじめ相談電話

実施
（平成26年度より相談窓
口を追加記載）

継続実施 全公立小中学校で配布される「えが
お」に相談窓口の電話番号を掲載す
ることで、相談できずにいる子どもを減
らす。

中学生版「えがお」を中学3
年間に改訂し、中学3年まで
継続して「えがお」学習を実
施することで、相談先の浸
透を図る。
（平成29年度から市立全中
学校で実施）

・11月～12月にかけて、市
立小中学校の「えがお」の
学習の中で相談場所の周
知を行った。

○

・中学生版「えがお」
を中学3年間に改訂
し、義務教育９年間
で継続して「えがお」
学習を実施すること
で、相談先の浸透を
図る。
・相談窓口を掲載し
た「えがお」の学習を
行い、相談場所の周
知を図ることができ
た。

→

・小学校、中学校にお
いて「えがお」の学習を
行い、「えがお」に掲載
の相談先を子どもに周
知する。

上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

こども課

５-②　虐待、いじめ、差別その他子どもの権利の侵害からの早期救済に必要な措置（虐待） 【評価指標】子どもを虐待していると思う保護者の割合　13％⇒9％

【評価指標】市の子どもの虐待対応について満足していない人の割合　19％⇒9％

7 上越市要保護児童対策地域
協議会の運営

児童相談所、庁内関係課をはじ
め、学校や警察などの関係機関
が連携して虐待予防の啓発と早
期発見に努めるとともに、情報を
共有しながら保護者や関係者へ
適切な支援・指導を行う。

要保護児童等に対する支援の内
容を検討し、要保護児童等の適
切な保護又は支援を行うことで、
児童の健全な育成を図る。

要保護児童対策地域協
議会が管理するすべて
の児童等について、重症
度判定基準に沿った支
援・管理ができたかを評
価する。

要保護児童対策地域協
議会が管理するすべての
児童等について、関係機
関との定期的な情報共有
並びに支援方針を確認し
ながら、必要な指導・支援
を行っている。

要保護児童対策地域協
議会が管理するすべての
児童等について、関係機
関との定期的な情報共有
並びに支援方針を確認し
ながら、重症度判定基準
に沿った指導・支援を行っ
ている。

要保護児童対策地域協議会が管理す
るすべてのケースに対して、漏れなく
適切に対応していくため、各ケースご
とに重症度判定を行い、判定基準に
沿った指導・支援ができているかを確
認し、評価できるようにする必要があ
るため。

要保護児童対策地域協議
会において、すべての要保
護児童等について、関係機
関との定期的な情報共有並
びに支援方針の確認を行う
とともに、重症度の判定・見
直しを定期的に行い、判定
基準に基づいた支援・管理
を行う。

・要保護児童対策地域協
議会が管理するすべての
要保護児童等について、
関係機関との定期的な情
報共有並びに支援方針を
確認しながら、重症度判定
に沿った指導・支援を行っ
た。
・虐待防止ハンドブックを改
訂し、関係機関に配付し
た。
・代表者会議：1回実施
・全体会：2回実施
・ブロック会議：14回実施

○

・代表者会議、全体
会議等の他に、必要
に応じて関係機関等
で個別ケース検討
会議を年151回実
施（検討児童数159
人）した。

→

・要保護児童対策地域
協議会において、すべ
ての要保護児童等につ
いて、関係機関との定
期的な情報共有並びに
支援方針の確認を行う
とともに、虐待防止ハン
ドブックに掲載したアセ
スメントシートを活用し重
症度の判定・見直しを
定期的に行い、判定基
準に基づいた支援・管
理を行う。

上越市子ど
もの権利基
本計画
上越市子ど
も・子育て支
援事業計画
人権総合計
画

すこやか
なくらし包
括支援セ
ンター

重点施策

重点施策
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資料№1

実績
指標単位 Ｈ26現状値 Ｈ31目標値

目標達成に向けた
実施内容

（何を・どうするか）

達成状況
（目標に対す
る到達度）

目標達成に向けた
実施内容

（何を・どうするか）

実施目標
実施目標設定の意図

（なぜ、この目標に設定したのか）

Ｈ29年度
関連計画
（上越市第
6次総合計
画以外）

担当課

Ｈ30年度

評価・分析等
（来年度に向けたアプ

ローチ）

目的
基本
目標

基本
的な
施策

事業
№

事業名 事業概要

8 拡 虐待予防の啓発活動 11月の虐待予防推進月間を中心
に、啓発物品の配布、広報紙や
ホームページへの掲載により市
民への意識啓発を行うほか、
様々な機会を通じて虐待予防の
啓発チラシを配布する。

市民への児童虐待に関する意識
啓発を行うことで、児童虐待の発
生予防・早期発見につなげる。

周知の方法 広報紙掲載回数　年1回
啓発チラシの作成　なし

広報紙掲載回数　年1回
以上
啓発チラシの作成　実施

市民への児童虐待に関する意識啓発
を行うことで、児童虐待の発生予防・
早期発見につなげる。

・11月の児童虐待予防推進
月間に合わせ、広報紙への
掲載やラジオ放送及び啓発
チラシを学校・保育園等に配
布し、児童虐待防止啓発に
取り組む。

・広報上越に児童虐待や
相談窓口について掲載し
た。
・11月の児童虐待予防推
進月間に合わせ、ＦＭ上越
にて放送するとともに広報
上越に掲載した。
・国が作成するポスター、
リーフレット等を関係機関へ
掲示及び設置した。
・虐待防止ハンドブックを改
訂し関係機関に配付した。

○

・国が作成するポス
ター、リーフレットの
掲示及び設置対象
について、今年度か
ら町内会も含めた。
・虐待防止ハンドブッ
クを改訂し、配付対
象を今年度から通
信制高校を含め広く
配付した。

→

・11月の児童虐待予防
推進月間に合わせ、Ｆ
Ｍ上越にて放送するとと
もに広報上越へも掲載
する。
・県が作成するポス
ター、リーフレット等を関
係部署へ掲示及び設
置する。
・虐待防止ハンドブック
を活用し、虐待の早期
発見・防止に取り組む。

上越市子ど
もの権利基
本計画
上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

すこやか
なくらし包
括支援セ
ンター

9 家庭相談員の配置 家庭相談員を配置し、子育てに関
する相談をはじめ、情報提供を行
うことで、虐待の予防や早期発見
に努め、合わせて虐待を発見した
場合に迅速・適切な対応を行う。

子育てに関する情報提供や相談
を行うことで、子育て不安の解消
や負担感の軽減を図り、虐待予
防や虐待の早期発見につなげ
る。また、虐待を発見した場合
は、早期かつ適切に対応すること
で、児童の健全育成を図る。

被虐待児童数 361人 前年度より被虐待児童数
が減少

家庭相談員の資質向上により、子育
てに関する相談に適切に対応すること
で、虐待予防が図られるとともに、支
援・指導が必要な家庭への適切な関
わりにより、被虐待児童数を減少させ
ていく。

・継続的に関わる要保護児
童等の状態を定期的に確認
し、必要な支援・指導を行
う。
・家庭相談員の資質向上を
図るための研修を実施す
る。

・相談員3名体制で、児童
虐待や子育ての悩みに関
する相談に応じている。
・県主催の研修会に参加し
た。
・保育園等の職員を対象と
した研修会の実施及び講
師派遣：4回
・学校職員を対象とした研
修会への講師派遣：4回
・民生委員・児童委員を対
象とした研修会への講師
派遣：1回
・被虐待児童数：428人

○

・被虐待児童数は
年々増加（Ｈ28年度
329人）している。
・保育園・学校の職
員を対象とした研修
会を実施すること
で、虐待の早期発
見・予防に取り組ん
でいる。 →

・継続的に関わる要保
護児童等の状態を定期
的に確認し、必要な支
援・指導を行う。
・家庭相談員の資質向
上を図るための研修を
実施する。

上越市子ど
もの権利基
本計画
上越市子ど
も・子育て支
援事業計画
人権総合計
画
上越市男女
共同参画基
本計画

すこやか
なくらし包
括支援セ
ンター

10 児童虐待に関する研修 保育園や子育てひろばの保育
士、幼稚園・小学校・中学校の教
職員等を対象に、児童虐待に関
する研修会を実施する。

子どもとの関わりが深い実務者の
資質向上を図り、児童虐待の発
生予防・早期発見につなげるとと
もに、児童や保護者への適切な
対応を行う。

研修会参加者数 各園・学校1名以上の参
加

各園・学校1名以上の参
加

毎年、全小中学校・全保育園等の実
務者1人以上が研修に参加（5年間で
約690人）することで、各学校・保育園
等において児童虐待の早期発見と適
切な対応を行うとともに、職場全体の
児童虐待に関する意識を高める。

引き続き、全小中学校、全
保育園から1人以上参加と
する児童虐待に関する研修
会を年1回開催し、虐待の早
期発見と適切な対応を行う
とともに、職場全体の児童虐
待に関する意識を高める。

・保育園等の職員を対象と
した研修会の実施及び講
師派遣
　・4月28日　私立保育園
長：　20人参加、5月8日
公立保育園長：47人参
加、6月29日　保育園・認
定こども園、母子支援施
設、関係課職員：69人参
加、7月18日 私立幼稚園
長会議：10人参加
・学校職員を対象とした研
修会への講師派遣
　・4月13日：12人参加、
10月12日：72人参加、3
月7日、14日：73人参加
 ・その他
　民生委員・児童委員：21
人参加、中学生（総合的な
学習の時間に関する現地
学習）：4人参加

○ →

・引き続き、全小中学
校、全保育園から1人
以上参加とする児童虐
待に関する研修会を年
1回開催し、虐待の早
期発見と適切な対応を
行うとともに、職場全体
の児童虐待に関する意
識を高める。 上越市子ど

もの権利基
本計画
上越市子ど
も・子育て支
援事業計画
人権総合計
画

すこやか
なくらし包
括支援セ
ンター

11 追 拡 ファミリーサポートセンター 育児の援助を受けたい人（依頼
会員）と育児の援助を行いたい人
（提供会員）との相互援助活動を
連絡、調整する。

地域の子育ての相互援助活動を
支援することにより、仕事と育児
を両立させ、安心して働くことので
きる環境づくりを推進する。

依頼会員のニーズに対
する提供会員の紹介割
合

100% 100% 依頼会員のニーズに見合った提供会
員を紹介し、育児の相互援助活動を
推進する。

・依頼会員のニーズに見
合った提供会員を紹介でき
るよう、広報上越に会員募
集の記事を掲載するほか、
各種団体を対象に説明会を
行う。
・提供会員養成講座の未受
講者を減らすため、講座を
年4回開催する。

・各種団体等を対象に説
明会を行った。（年40回）
・提供会員養成講座を年4
回開催した。（延べ参加者
数：109人）
・提供会員の紹介割合：
100%
・会員数（3月末現在）
　依頼会員　426人
　提供会員　212人
　両方会員 　53人
　合計　　　　691人

○

・各種団体等への説
明会や提供会員養
成講座の開催などに
より、提供会員が前
年比で43人増加し
た。
・依頼会員のニーズ
に見合った提供会
員を100％調整し
た。

→

・依頼会員のニーズに
見合った提供会員を確
保するため、広報上越
に会員募集の記事を掲
載するほか、各種団体
等を対象に説明会を行
う。
・提供会員養成講座の
未受講者を減らすた
め、講座を年4回開催
する。

上越市子ど
も・子育て支
援事業計画
上越市子ど
もの権利基
本計画

こども課

12 追 ファミリーヘルプ保育園の運
営

家庭において、一時的に保育を
受けることができない児童につい
て、昼間、夜間又は24時間の保
育サービスを実施する。

保護者の育児疲れの解消や急病
時など、緊急又は一時的な保育
ニーズに対応する。

ファミリーヘルプ保育園
の利用申込数に対する
受入れ状況

100% 100% 利用要件に合致した場合については
100％受け入れることで、緊急及び一
時的な保育ニーズに対応し、児童を安
心して預けられる環境整備が図られる
ため。

・緊急又は一時的な保育
ニーズに柔軟に対応し、利
用者が安心して児童を預け
ることができる環境づくりを
行う。
・利用要件に合致した場合
については100％受け入れ
る。

・利用申し込みに対する受
入体制を確保し、必要な
サービスを提供した。

【利用申し込み数に対する
受入率】
100％
【延利用者数】
8,852人
前年比576人の増

○

・利用申し込みに対
する受入体制を確
保し、必要なサービ
スを提供できた。。
・利用申し込み数に
対し100％受入れす
ることができた。 →

引き続き利用申し込み
に対する受入体制を確
保し、利用要件に合致
した場合については
100％受け入れ、必要
なサービスを提供する。

上越市子ど
も・子育て支
援事業計画
上越市男女
共同参画基
本計画

保育課

9



資料№1

実績
指標単位 Ｈ26現状値 Ｈ31目標値

目標達成に向けた
実施内容

（何を・どうするか）

達成状況
（目標に対す
る到達度）

目標達成に向けた
実施内容

（何を・どうするか）

実施目標
実施目標設定の意図

（なぜ、この目標に設定したのか）

Ｈ29年度
関連計画
（上越市第
6次総合計
画以外）

担当課

Ｈ30年度

評価・分析等
（来年度に向けたアプ

ローチ）

目的
基本
目標

基本
的な
施策

事業
№

事業名 事業概要

13 追 病児・病後児保育 保育園、幼稚園及び小学校1～6
年生に在籍している児童が病気
中及び病気回復期にあって、集
団保育が困難でかつ保護者の都
合により家庭で保育が困難な場
合に保育等を行う。

病気の回復期に至っていない児
童及び病気の回復期にあって、
集団保育等が困難な児童を受け
入れし、保育等を行うことで、保護
者の子育てと就労の両立を図る。

病児・病後児保育室の利
用申込数に対する受入
れ率

100% 100% 病児・病後児保育室の利用希望に対
し、100％受け入れすることで、専門ス
タッフにより病気等の子どもが安心し
て保育等を受けられる。

利用申込みに対する受入体
制を確保し、必要なサービス
を提供する。
・利用申込みに対して、
100％受け入れる。

・利用申込みに対する受入
体制を確保し、必要なサー
ビスを提供した。
・利用申込数に対する受入
率：100％
・延利用者数
①病児保育室：3,370人
　前年比236人の減
②病後児保育室：1,286人
　前年比25人の減

○

・利用申込みに対す
る受入体制を確保
し、必要なサービス
を提供できた。
・利用申込みに対し
て、100％受け入れ
が行えた。

→

・引き続き、利用申込に
対する受入体制を確保
し、必要なサービスを提
供する。

上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

保育課

14 追 親子コミュニケーション支援 こども発達支援センター利用者の
保護者を対象に、子どもの特性に
合わせた対応方法の習得をグ
ループワーク形式で行うほか、孤
立感や不安感の軽減につながる
よう、保護者同士の交流や意見
交換の場を提供する。

親子間のコミュニケーションがより
スムーズにとれるよう、それぞれ
の家庭での個々具体の行動や場
の状況における子どもとのより良
い関わり方について一緒に考え
る。また、同じ悩みを抱える親同
士が話し合い等をする中で、孤立
感の軽減や今後の仲間同士のサ
ポートグループづくりにつなげて
いく。

開始前後のアンケートに
て評価

・悩みを話すことができた
と回答した割合
→参加者全員
・子どもとのコミュニケー
ションが改善したと回答し
た人数
→増加

・悩みを話すことができた
と回答した割合
→参加者全員
・子どもとのコミュニケー
ションが改善したと回答し
た人数
→増加

保護者が学び、保護者同士で交流を
もつことで、子どもの特性理解や子育
ての不安が軽減され、子どもに対して
落ち着いた対応が行える。

・就学前、就学後それぞれ１
グループ（6～8名）づつ計2
グループの親子コミュニケー
ション支援を行う。

・私立保育園・幼稚園、認定
こども園を対象に事業を拡
充し、一層の切れ目ない子
どもの育ちの支援を実行し
ていく。

・基本的な親子コミュニ
ケーション
　・公立保育園　42園
　・私立保育園　　3園
　・公立幼稚園　　2園
　・私立幼稚園　　1園
・丁寧な親子コミュニケー
ション
　・就学前：9名
　・就学後：5名
　6/13～12/15まで計6
回実　施。
・医師や大学教授による保
育園・幼稚園職員を含めた
スタッフ研修を3回開催し、
親子コミュニケーション支
援の意義について意識の
統一を図った。

○

・私立保育園・幼稚
園に基本的な親子
コミュニケーションの
実施を働きかけ、私
立保育園・幼稚園で
5園実施した。
・今年度から市職員
だけではなく、私立
保育園・幼稚園職
員を含めたスタッフ
研修を開催した。 →

・基本的な親子コミュニ
ケーションについては、
引き続き実施を働きか
け、実施園を増やして
いく。

上越市子ど
もの権利基
本計画

こども発
達支援セ
ンター
すこやか
なくらし包
括支援セ
ンター

15 追 配偶者等からの暴力（ＤＶ）
被害者及びその同伴児への
支援

関係部局をはじめ、新潟県配偶
者暴力支援センターや警察との
ネットワーク強化を図り、ＤＶ被害
者及び同伴児童の支援に努め
る。

被害者の安全確保と同伴者の支
援に努めることにより、安心した
生活を送れる状態にする。

相談員の資質向上のた
めの研修会参加

県などが主催する研修会
等へ7回参加し、資質の向
上及び他市との連携構築
に努めた。

年5回参加 研修会への参加は、単に資質向上だ
けでなく、相談業務という特殊性から、
他市等の相談員との連携・ネットワー
クづくりが重要であるため。

・寄せられる相談に対し、相
談員が適切・的確に対応し
ていくため、県などが主催す
る研修会・講座へ継続的に
参加し、スキルアップと他市
との連携体制の継続を引き
続き図っていく。

・県などが主催する研修会
等へ9回、延べ12人が参
加し、相談員としてのスキ
ルの向上、他市及び関係
機関との連携構築を図っ
た。 ○

・DVに起因する緊急
一時保護事案が継
続的に発生している
ほか、庁内関係課や
関係機関と連携・協
力し、支援に当たる
ケースが増える傾向
にある。

→

・県などが主催する研
修会等に参加し、スキ
ルの向上及び他市等と
の連携体制の維持を図
る。 上越市男女

共同参画基
本計画

共生まち
づくり課
（男女共
同参画推
進セン
ター）

16 母子生活支援施設 生活の支援が必要な母子を入
所・保護するとともに、自立の促
進のためにその生活を支援する。

生活の支援が必要な母子世帯を
保護し、施設での安全で安心な生
活を確保しながら、早期に自立で
きるよう支援を行う。

※施設の維持・管理を行
う事業であるため目標値
を設定しない。

引き続き、生活の支援が必
要な母子に対し、安全で安
心な生活の場を確保し、定
期的に指導を行い、早期に
自立できるよう支援する。

・生活の支援が必要な母
子に対し、安全で安心な生
活の場を確保し、定期的に
指導を行い、早期に自立で
きるよう支援を行った。
・年度末現在の措置状況
　・入所：4世帯
　・退所：5世帯
　・上越市措置世帯数：6
世帯

○

・施設と情報共有
し、入所者と面談を
実施し、早期自立で
きるよう支援した。

・生活の支援が必要な
母子に対し、安全で安
心な生活の場を確保
し、定期的に指導を行
い、早期に自立できるよ
う支援する。 上越市子ど

も・子育て支
援事業計画

こども課

17 若竹寮管理運営事業 入所児童の養護及び自立のため
の援助を行う。

保護者のいない児童や虐待され
ている児童、その他環境上養護を
要する児童を養護し、併せて自立
のための援助を行う。また、退所
した者に対する相談や自立のた
めの援助を行う。

※施設の維持・管理を行
う事業であるため目標値
を設定しない。

・平成29年4月より指定管理
者が業務を行うが、引き続き
児童が安全で安心した生活
を送るため、支援・指導及び
施設内外の環境整備を行
う。
・入所児童の健全育成や社
会性を図るため、地域行事
に参加するほか、施設内行
事を行う。
・自活を想定した生活実習を
行う。

・指定管理者と情報共有、
連携し、児童が安全で安
心した生活を送るため、支
援・指導を行った。
・施設では、入所児童の健
全育成や社会性を図るた
め、地域行事（町内会まつ
り）に参加、施設内行事
（若竹ふれあいＤＡＹ、キャ
ンプ、若竹まつり）を実施し
た。
・第三者評価受審の年で
あったため、利用者調査、
訪問をした。（8月）
・関係機関が情報共有、養
育状況等の意見交換を行
う連絡調整会議（８月）、連
携会議（年４回）を開催し
た。
・施設職員の養育研修、児
童の面談のため、臨床心
理士の派遣を行った。
・入所児童のアンケートを
実施した。（2月）

○

・児童が日常生活の
中でいろいろな体験
を通して、自立、自
活ができる力を養え
るよう支援する。

・引き続き、児童が安全
で安心した生活を送る
ため、支援・指導を行
う。
・施設では、地域行事
の参加、施設内行事を
実施する。
・自活を想定した生活
実習を実施する。
・関係機関が情報共
有、養育状況等の意見
交換を行う連絡調整会
議（８月）、連携会議
（年４回）を開催する。
・施設職員の養育研
修、児童の面談のた
め、臨床心理士の派遣
を行う。

上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

こども課
（若竹寮）
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資料№1

実績
指標単位 Ｈ26現状値 Ｈ31目標値

目標達成に向けた
実施内容

（何を・どうするか）

達成状況
（目標に対す
る到達度）

目標達成に向けた
実施内容

（何を・どうするか）

実施目標
実施目標設定の意図

（なぜ、この目標に設定したのか）

Ｈ29年度
関連計画
（上越市第
6次総合計
画以外）

担当課

Ｈ30年度

評価・分析等
（来年度に向けたアプ

ローチ）

目的
基本
目標

基本
的な
施策

事業
№

事業名 事業概要

18 追 拡 大人への各種相談窓口の周
知

大人に対し、広報紙やホームペー
ジなどで各種相談窓口の周知を
行う。

相談窓口の周知を図り、相談の
利用を促進することで、子育てに
関する不安感や負担感の軽減を
図り、虐待予防につなげる。

・広報紙やホームページ
掲載による相談窓口の
周知
・虐待予防の啓発チラシ
への相談窓口の掲載

なし 実施 相談したい時に相談先が分かるように
相談窓口を周知することで、相談の利
用促進を図り、虐待予防につなげる。

・引き続き、乳幼児健診会場
や、こどもセンター等で啓発
チラシを配布する。また広報
紙、ホームページ、FMーJ等
で周知する。

・各種相談先を掲載した、
子どもの権利啓発チラシを
配布した。
・すこやかなくらし支援室に
て配布する啓発チラシに、
児童虐待の通報先、相談
先を掲載した。
・要保護児童対策地域協
議会発行の「上越市子ども
の虐待防止ハンドブック」に
子育て・虐待等に関する相
談先を掲載し、関係機関に
周知した。
・広報紙、ホームページ、
FMーJで機会を捉え周知し
た。

○

・広報上越11月1日
号で、上越市子ども
の権利条例について
掲載し、子どもの権
利の周知を行った。
・引き続き、乳幼児
健診会場や、こども
センター等で啓発チ
ラシを配布する。ま
た広報紙、ホーム
ページ、FMーJ等で
周知する。

→

・引き続き、乳幼児健
診会場や、こどもセン
ター等で啓発チラシを
配布する。また広報
紙、ホームページ、
FMーJ等で周知する。

上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

こども課

６　相談体制の整備 【評価指標】相談窓口の充実について満足していない人の割合　19％⇒9％

【評価指標】相談できると感じる子どもの割合　85％⇒95％

1 保育園での相談 保育園において、常時、子育て相
談に応じ、助言・その他の援助を
行う。

常時、子育て相談に応じること
で、子育ての不安感等を緩和し、
安心して子育てができる環境づく
りを推進する。

気軽に相談できる人や相
談できる場所がないとし
た人の割合

23.3%
（平成25年度子ども・子育
て支援事業計画ニーズ調
査）

10% 保育園において、常時、相談窓口を開
設することで、子育ての不安感等の緩
和を図る。

子育ての不安感や孤立感を
緩和するため、保護者から
の相談に対する面談を100%
実施する。

・ベビー健康プラザ、子育
てセミナー等で、相談窓口
を掲載した冊子を配布し
た。
・保護者からの相談に対す
る対応実施率：100％
・相談件数：2,329件

○

・保護者からの相談
に対応し、ベビー健
康プラザ、子育てセ
ミナー等で、相談窓
口を掲載した冊子を
配布した。

→

・引き続き、こどもセン
ターの催しでの事業周
知を行い、子育て支援
サイト等を活用し、事業
周知を図る。

上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

こども課
保育課

2 子育てひろばでの相談 子育てひろばにおいて、常時、子
育て相談に応じるほか、栄養士な
ど専門職員による相談窓口を定
期的に開設し、助言その他の援
助を行う。

常時、子育て相談に応じるほか、
栄養士など専門職員による相談
窓口を開設することで、子育ての
不安感等を緩和し、安心して子育
てができる環境づくりを推進する。

気軽に相談できる人や相
談できる場所がないとし
た人の割合

23.3%
（平成25年度子ども・子育
て支援事業計画ニーズ調
査）

10% 子育てひろばにおいて、常時、相談に
応じるほか、専門職員による相談窓口
を開設することで、子育ての不安感等
の緩和を図る。

子育ての不安感や孤立感を
緩和するため、保護者から
の相談に対する面談を100%
実施する。

・ベビー健康プラザ、子育
てセミナー等で、相談窓口
を掲載した冊子を配布し
た。
・保護者からの相談に対す
る対応実施率：100％
・相談件数：2,329件

○

・保護者からの相談
に対応し、ベビー健
康プラザ、子育てセ
ミナー等で、相談窓
口を掲載した冊子を
配布した。 →

・引き続き、出生届など
の各種手続きやこども
センターの催しで、案内
チラシを配布し、事業
周知を図る。
・子育て支援サイト「上
越市子育て応援ステー
ション」を活用し、事業
周知を図る。

上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

こども課

3 こどもセンターでの相談 こどもセンターにおいて、常時、子
育て相談に応じるほか、栄養士な
ど専門職員による相談窓口を定
期的に開設し、助言その他の援
助を行う。

常時、子育て相談に応じるほか、
栄養士など専門職員による相談
窓口を開設することで、子育ての
不安感等を緩和し、安心して子育
てができる環境づくりを推進する。

気軽に相談できる人や相
談できる場所がないとし
た人の割合

23.3%
（平成25年度子ども・子育
て支援事業計画ニーズ調
査）

10% こどもセンターにおいて、常時、相談に
応じるほか、専門職員による相談窓口
を開設することで、子育ての不安感等
の緩和を図る。

子育ての不安感や孤立感を
緩和するため、保護者から
の相談に対する面談を100%
実施する。

・子育ての不安感等を緩
和するため、保護者からの
相談に対する面談を
100％実施した。
・相談件数：2,057件 ○

・地域の身近な場所
で子育て相談に応じ
ることで、子育ての
不安感等の緩和に
つなげることができ
た。

→

・子育ての不安感や孤
立感を緩和するため、
保護者からの相談に対
する面談を100%実施
する。

上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

こども課

4 追 子育てインフォ事業 転入者や初めて子育てをする親
など、子育てに関し不安を抱える
保護者に対して、地域資源の紹
介や子育てサービスのコーディ
ネート、諸手続やサービス利用時
の同行支援を行う。

子育て世帯が感じる不安感・負担
感の軽減を図る。

周知機会 ・出生・転入手続きの際に
子育てに関する各種施設
やサービスを紹介するハ
ンドブックを配布

・出生・転入手続きの際に
子育てに関する各種施設
やサービスを紹介するハ
ンドブックを配布

・転入者・出生者へ事業を周知するこ
とで、相談の利用が促され、潜在化す
る保護者の子育て不安の軽減・解消
を図る。

・利用者の個別ニーズを把
握し、それに基づいて情報
集約・提供、相談、利用支援
等を実施する。
・子育てに関する各種施設
やサービスを紹介するハン
ドブックを作成し、転入や妊
娠届の際に配布する。
・保育園等の入園に関する
セミナーを年3回開催する。
・妊婦等を対象に、出産後
の子育て等に関するセミ
ナーを年2回開催する。

・利用者の個別ニーズを把
握し、それに基づいて情報
集約・提供、相談、利用支
援等を実施した。
・子育てに関する各種施設
やサービスを紹介するハン
ドブックを、転入や妊娠届
の手続きにあわせて配布し
た。
・保育園等の入園に関する
セミナー（7月）を計3回実
施した。（参加者数：122
人）
・妊娠中、または妊娠を考
えている方を対象とした産
後に関するセミナー（6月、
12月）を実施した。（参加
者数：34人）
・利用者の相談に対して、
必要な助言、連絡調整等
ができた割合：100％

○

・転入手続きや妊娠
届出の際に、子育て
情報のハンドブックを
配布したことで、子
育て情報を入手しや
すい環境を整えた。
・セミナーについて
は、内容や回数等を
見直して実施する。

→

・利用者の個別ニーズ
を把握し、それに基づい
て情報集約・提供、相
談、利用支援等を実施
する。
・子育てに関する各種
施設やサービスを紹介
するハンドブックを作成
し、転入や妊娠届の際
に配布する。
・保育園等の入園に関
するセミナーを年3回開
催する。
・妊娠中、または妊娠を
考えている方を対象とし
た産後に関するセミ
ナーを年2回開催する。

上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

こども課

5 追 家庭相談員による相談 家庭相談員を配置し、子育てに関
する相談、情報の提供、助言・指
導を行う。

子育てに関する情報提供や相談
を行うことで、子育て不安の解消
や負担感の軽減を図り、虐待予
防及び虐待の早期発見につなげ
る。

被虐待児童数 361人 前年度より被虐待児童数
が減少

家庭相談員の資質向上により、子育
てに関する相談に適切に対応すること
で、虐待予防が図られるとともに、支
援・指導が必要な家庭への適切な関
わりにより、被虐待児童数を減少させ
ていく。

・継続的に関わる要保護児
童等の状態を定期的に確認
し、必要な支援・指導を行
う。
・家庭相談員の資質向上を
図るための研修を実施す
る。

・相談員3名体制で、児童
虐待や子育ての悩みに関
する相談に応じた。
・県主催の研修会に3名の
家庭相談員が参加した。
・Ｈ29年度被虐待児童数：
428人

○

・被虐待児童数は
年々増加（Ｈ28年度
329人）している。
・県主催研修会に参
加し家庭相談員の
資質向上を図り、児
童虐待の早期発見・
予防に努めた。

→

・継続的に関わる要保
護児童等の状態を定期
的に確認し、必要な支
援・指導を行う。
・家庭相談員の資質向
上を図るための研修を
実施する。

上越市子ど
もの権利基
本計画
上越市子ど
も・子育て支
援事業計画
人権総合計
画
上越市男女
共同参画基
本計画

すこやか
なくらし包
括支援セ
ンター

重点施策
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資料№1

実績
指標単位 Ｈ26現状値 Ｈ31目標値

目標達成に向けた
実施内容

（何を・どうするか）

達成状況
（目標に対す
る到達度）

目標達成に向けた
実施内容

（何を・どうするか）

実施目標
実施目標設定の意図

（なぜ、この目標に設定したのか）

Ｈ29年度
関連計画
（上越市第
6次総合計
画以外）

担当課

Ｈ30年度

評価・分析等
（来年度に向けたアプ

ローチ）

目的
基本
目標

基本
的な
施策

事業
№

事業名 事業概要

6 新 フリーダイヤル相談電話の
導入

子どもの権利侵害に関する通話
料無料の相談電話の導入を検討
する。

子どもの権利侵害に対して速や
かで効果的な救済・回復を支援す
る。

フリーダイヤル相談電話
の導入・開設

なし 開設 相談電話をフリーダイヤルとすること
で、市民がより相談しやすい環境を整
える。

引き続き、フリーダイヤル相
談電話の導入を検討する
も、相談しやすい情報ツー
ルを合わせて検討する。

・市で業務を委託している
あんしんコールセンターに
おいて、24時間受付ける
相談電話を設置できてお
り、いつでも相談できる体制
を整えることができている。
・相談件数72件（うち、夜
間・休日受付22件）

○

・フリーダイヤル相談
電話の導入・開設に
は至らなかったが、
市で業務を委託して
いるあんしんコール
センターにおいて、
24時間受付ける相
談電話を設置し、い
つでも相談できる体
制を整えることがで
きている。

→

・市で業務を委託してい
るあんしんコールセン
ターにおいて、24時間
受付ける相談電話を設
置できており、いつでも
相談できる体制を整え
ることができている。
※新潟県では「24時間
子どもSOSダイヤル」が
フリーダイヤル。また
H30.2月～メールによる
相談受付開始。H30.4
～中高生を対象に午後
7時～午後10時の間、
LINEを活用した相談を
実施。これらの相談先
について児童・生徒へ
の周知を図る。

こども課

7 思春期電話相談 上越助産師会の助産師が電話相
談及び来所相談に応じる。（週5
回開設）

生涯を通じた健康づくりの推進に
向け、次世代を担う思春期におけ
る知識の普及や不安の軽減を図
るため、個々の生活に合わせた
適切な支援や保健指導を行う。

相談先の周知回数 思春期保健事業時に1回 思春期保健事業・命きず
なを考える講座において
相談先を周知する。

機会をとらえて相談窓口を周知し、中
高生からの相談に応じることで思春期
における不安の軽減と正しい知識の
普及を図る。

思春期保健事業及び命きず
なを考える講座において相
談窓口を周知する。

・高校生を対象とした思春
期保健事業を10校、中学
生を対象とした命きずなを
考える講座を18校におい
て実施し、相談先の周知を
図った。

○

・思春期保健事業
及び命きずなを考え
る講座において、思
春期の相談窓口を
周知することができ
た。

→

・高校生・中学生を対
象とした講座を継続実
施し、思春期の相談窓
口の周知を図る。

上越市健康
増進計画
上越市子ど
も・子育て支
援事業計画
上越市男女
共同参画基
本計画

健康づくり
推進課

8 追 女性相談員による相談 配偶者からの暴力や、家庭・職
場・人間関係の悩みなど様々な
問題に対し女性相談員が相談、
助言・指導を行う。

・相談機関の存在を知らずに悩み
を抱えている人に相談窓口につ
いて周知し、相談者の安心・安全
を図る。

相談窓口の周知 ・年４回（6、9、12、3月）町
内会を通じて、情報紙
「ウィズじょうえつ」で女性
相談窓口の周知を行っ
た。また9月号では、配偶
者等からの暴力防止に向
けた啓発記事を掲載し
た。
・市ホームページで女性
相談窓口の周知を実施し
た。

情報紙「ウィズじょうえつ」
やホームページでの周知

相談窓口を周知することで、潜在的に
悩みを抱えている人に対して、身体的
暴力だけでない暴力もあることを認知
させるとともに女性相談窓口の存在を
知ってもらうことで、市民の不安解消と
安全確保を図る。

・引き続き相談窓口の周知
を図っていく必要があるた
め、情報紙や啓発資料を作
成・配布する。
情報誌（10,000部×年4回）、
女性相談カード（2,000部）、
若年層向けのデートＤＶ防
止啓発小冊子（3,000部）

・情報紙「ウィズじょうえつ
からのおたより」を年4回各
10,000部発行し、町内会
や市内施設等に配置した。
・このうち12月15日号では
DV防止のための特集記事
を掲載した。

○

・女性相談窓口の認
知度が低下傾向に
あることから、引き続
き情報紙の町内会
や市内施設等への
配置、各種講座での
啓発資料の活用を
通じて、市民への周
知を図る必要があ
る。

→

・情報紙の町内会や市
内施設等への配置、各
種講座での啓発資料の
活用を通じて、市民の
意識啓発を図る。 上越市男女

共同参画基
本計画

共生まち
づくり課
（男女共
同参画推
進セン
ター）

9 教育相談等事業 ・学校訪問カウンセラーによる学
校での教育相談、電話による教
育相談「子どもほっとライン」、面
談での教育相談「来所相談」によ
り、児童生徒・保護者等の友人関
係や生活などの悩みの軽減、解
消を図る。
・不登校児童生徒適応指導教室
を開設し、不登校児童生徒の学
校復帰、希望する進路実現のた
めの助言・支援を行う。

・いじめや不登校、生徒指導上の
問題等について、児童生徒や保
護者、教職員に対して相談を行
い、早期解決を図る。
・不登校児童生徒に対し、個別指
導や体験活動、教育相談などを
行い、自立心と集団生活への適
応能力を高め、学校復帰や希望
する進路を実現する。

不登校児童生徒適応指
導教室通級生の学校復
帰、希望進路の実現度

学校復帰　66.7%
希望進路の実現度　90.0%

学校復帰　70.0%
希望進路の実現度
100.0%

全ての児童生徒が、元気に学校生活
をできるようにしたい。そのために、教
育相談活動の一層の充実とともに、通
常の学校生活を実現できずに困って
いる全ての児童生徒が、学校復帰、あ
るいは希望する進路に進むことができ
るようにすることを目標として取り組
む。

・保護者や校長、学級担任
等と連絡の機会を増やし、
そこで得た情報等を児童生
徒への働きかけに生かす。
・通室する児童生徒や保護
者に寄り添った相談やきめ
細やかな指導・支援を行い、
自信をもたせ、集団への適
応能力の向上につながるよ
うにする。

・適応指導教室通室児童
生徒数：26人
・学校復帰：73.1％
・希望進路の実現度：
100％
・保護者との情報交換の機
会を学期毎に設け、そこで
得た情報等を児童生徒へ
の働きかけに生かすことが
できた。

○

・保護者や校長、学
級担任等との情報
交換を、児童生徒の
変容等を捉えて、積
極的に行う必要があ
る。
・適応指導教室通
室児童生徒に自信
をもたせ、集団への
適応能力の向上に
つなげるために、そ
れぞれの考えや要
望をこれまで以上に
尊重し、学習や活動
に生かす必要があ
る。

→

・保護者や校長、学級
担任等との情報交換
を、児童生徒の変容等
を捉えて、これまで以上
に積極的に行い、そこで
得た情報等を児童生徒
への働きかけに生か
す。
・通室児童生徒の考え
や要望を尊重する等の
それぞれに対応したき
め細やかな指導・支援
を行い、自信をもたせ、
集団への適応能力の
向上を図る。

上越市総合
教育プラン
上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

学校教育
課（教育セ
ンター）

10 追 ＪＡＳＴ（じょうえつあんしんサ
ポートチーム）

いじめや虐待問題に迅速・的確に
対応し、早期解決を図るための
チームを組織して機動的な教育
相談体制を整え、学校支援を強
化する。

学校だけでは解決が困難なケー
スに対し、学校が主体となって早
期に解決できるようにする。

生徒指導上の諸問題を
学校や関係機関と連携
し、早期解決が図られた
割合

56% 毎年、早期解決の割合が
前年度より向上

生徒指導上の諸問題を学校や関係機
関と連携することで、解決が困難な
ケースを解決することができる。

・すこやかなくらし包括支援
センターとの一層の連携を
図り、生徒指導上の課題解
決に向けた学校の支援を充
実する。

・JAST相談件数：250件
・早期解決率：56.0%
　H29新規受理件数：250
件
　内早期解決：140件
・適応相談室通室数：14
人
　通室延べ回数：156回
・虐待通告研修10月実施
…参加人数：72人（悉皆
研修）

○

・課題解決が困難な
ケースには虐待や発
達障害など複雑な
要因があり、専門的
な知識がある職員の
対応が不可欠に
なっているため、
JASTのチームやす
こやかなくらし包括
支援センターなどの
関係機関と連携し、
早期解決を図る必
要性がある。

→

・学校だけでは解決が
困難なケースに対して
チームを派遣し、ケース
会議の実施や適応相
談室での指導を通して
効果的な支援を行い、
課題解決を図る。
・すこやかなくらし包括
支援センターとの連携
を図り、問題のある家庭
の効果的な支援を図
る。

学校教育
課（教育セ
ンター）

12



資料№1

実績
指標単位 Ｈ26現状値 Ｈ31目標値

目標達成に向けた
実施内容

（何を・どうするか）

達成状況
（目標に対す
る到達度）
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実施目標設定の意図

（なぜ、この目標に設定したのか）
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6次総合計
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担当課

Ｈ30年度
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（来年度に向けたアプ

ローチ）

目的
基本
目標
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的な
施策

事業
№

事業名 事業概要

11 民生委員・児童委員、主任
児童委員活動

子どもに関する相談・支援を行
い、関係機関と連携し、問題の早
期解決に努める。

多様化・深刻化している子どもた
ちをめぐる課題について、研修な
どを利用し理解を深め、次代を担
う子どもたちの健やかな育ちのた
め、児童委員・主任児童委員活動
の一層の充実を図る。

各種研修を利用し、必要
な知識の習得や対応方
法を学ぶ

子どもに関する研修会の
実施
（市民児協連児童部会、
全国主任児童委員研修
会、主任児童委員活動研
修会、児童虐待防止研修
会、児童委員活動研修
会、全国児童委員研究協
議会）

子どもに関する研修会の
実施
（市民児協連児童部会、
全国主任児童委員研修
会、主任児童委員活動研
修会、児童虐待防止研修
会、児童委員活動研修
会、全国児童委員研究協
議会）

各種研修を充実させることで、近年、
多様化・複雑化しているこどもたちを
めぐる課題について、理解を深めると
ともに、児童委員活動の一層の充実を
図ることができるため。

常に住民の立場に立ち、子
どもに関する相談・支援を実
施する。

・8/8市民児協連児童部
会（ファミリーサポートセン
ターの利用方法・利用状況
についてなど）：主任児童
委員32人出席
・9/14～15全国主任児童
委員研修会：主任児童委
員2人出席
・12/21児童虐待防止研
修会：主任児童委員6人出
席
・1/24～25：全国児童委
員研究協議会：市民児協
連代表1人出席
・2/9児童委員活動研修
会：児童委員・主任児童委
員20人出席
・3/16主任児童委員活動
研修会：主任児童委員5人
出席

○

・引き続き、研修等
を実施することで、
子どもたちを取り巻く
現状や課題について
理解を深める。
・主任児童委員と児
童委員がより一層連
携することで、児童
福祉課題に取り組む
ことができる環境づく
りに努める。 →

・常に住民の立場に立
ち、子どもに関する相
談・支援を実施する。

上越市障害
者福祉計画
上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

福祉課

(12) (追
)

(拡
)

各種相談窓口の周知
（事業№5-6、5-18の再
掲）

・子どもに対し、「えがお」などで各
種相談窓口の周知を行う。
・大人に対し、広報紙やホーム
ページなどで各種相談窓口の周
知を行う。

・子どもが悩みや不安を抱えたと
きに、「相談場所がわからない」、
「誰にも相談できない」という理由
で、一人で悩むことがないように
する。
・大人に対して相談窓口の周知を
図り、相談の利用を促進すること
で、子育てに関する不安感や負
担感の軽減を図り、虐待予防につ
なげる。

・「えがお」での相談窓口
の周知
・広報紙やホームページ
掲載による相談窓口の
周知
・虐待予防の啓発チラシ
への相談窓口の掲載

「えがお」での周知：実施
広報紙やホームページで
の周知：なし
虐待予防の啓発チラシで
の周知：なし

「えがお」での周知：継続
実施
広報紙やホームページで
の周知：実施
虐待予防の啓発チラシで
の周知：実施

・全公立小中学校で配布される「えが
お」に相談窓口の電話番号を掲載す
ることで、相談できずにいる子どもを減
らす。
・相談したい時に相談先が分かるよう
に相談窓口を周知することで、相談の
利用促進を図り、虐待予防につなげ
る。

・中学生版「えがお」を中学3
年間に改訂し、中学3年まで
継続して「えがお」学習を実
施することで、相談先の浸
透を図る。
（平成29年度から市立全中
学校で実施）（再掲）
・引き続き、乳幼児健診会場
や、こどもセンター等で啓発
チラシを配布する。（再掲）

（再掲）
・11月～12月にかけて、市
立小中学校の「えがお」の
学習の中で相談場所の周
知を行った。
・各種相談先を掲載した、
子どもの権利啓発チラシを
配布した。
・すこやかなくらし包括支援
センターにて配布する啓発
チラシに、児童虐待の通報
先、相談先を掲載した。
・要保護児童対策地域協
議会発行の「上越市子ども
の虐待防止ハンドブック」に
子育て・虐待等に関する相
談先を掲載し、関係機関に
周知した。
・広報紙、ホームページ、
FMーJで機会を捉え周知し
た。

○

・相談窓口を掲載し
た「えがお」の学習を
行い、相談場所の周
知を図ることができ
た。（再掲）
・広報上越11月1日
号で、上越市子ども
の権利条例について
掲載し、子どもの権
利の周知を行った。
（再掲）
・引き続き、乳幼児
健診会場や、こども
センター等で啓発チ
ラシを配布する。（再
掲）

→

・義務教育9年間で継
続して「えがお」学習を
実施することで、相談先
の浸透を図る。（再掲）
・引き続き、乳幼児健
診会場や、こどもセン
ター等で啓発チラシを
配布する。（再掲）

上越市子ど
も・子育て支
援事業計画

こども課

新 追 拡

4 17 13
全71事業
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資料№2 

 
１ 目 的 

「子どもたちが健やかに育つための環境づくり」を推進するための『上越市子育て支援総合計画』（上越市版

エンゼルプラン）を策定し、総合的・計画的に進める。 

２ 現 状  

  現在、2つの計画で子ども・子育て支援を推進 

 ① 子ども・子育て支援事業計画 

子ども・子育て支援に関する施策の推進 

「教育・保育及び地域子ども・子育て支援の提供体制」の確保 

 ② 子どもの権利基本計画 

   子どもの権利に関する施策の総合的・計画的な実施と推進 

 

３ 課 題 

 社会的に問題となっている「子どもの貧困」対策を総合的に実施・進捗管理し、推進する計画がない。 

 

４ 課題への対応 

 「子ども・子育て支援事業計画」、「子どもの権利基本計画」に「貧困対策」と「子育て環境の充実」を加え

た新たな総合計画『上越市子育て支援総合計画（上越市版エンゼルプラン）』を策定し、子育て支援策を、よ

り総合的・計画的に実施する。 

新たな計画の位置づけイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 国・県の計画等との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
＊太枠は、法により策定が義務付けられているもの。網枠は現段階で策定していないもの 
 
 

６ 計画期間 

＊計画は、5年を 1期とする。（第 1期計画は、市 6次総合計画の終期に合わせるため 3年とする） 
    

H29 H30 Ｈ31 H32 H33 H34 H35 H36 

        

上越市障害者福祉計画、上越市健康増進計画 

上越市歯科保健計画、上越市自殺予防対策推進計画 

上越市人にやさしいまちづくり推進計画 

上越市男女共同参画基本計画、上越市総合教育プラン 

上越市保育園の再配置等に係る計画(第 3 期) 

その他関連計画 

上越市子育て支援総合計画（上越市版エンゼルプラン）の策定に向けて 

上越市第 6 次総合計画 
（平成 27 年度～平成 34年度） 

関 連 計 画 

『上越市子育て支援総合計画』 

（上越市版エンゼルプラン） 
平成 32 年度～平成 34 年度 

＊子育て環境の目指すべき姿 

＊実現に向けた年度毎の事業展開 

『子育て支援総合計画』 

（上越市版エンゼルプラン） 

児童の権利に関する

条約 

子ども・子育て支援法  

61 条 市町村は、5年を 1期とする教

育・保育及び地域子ども・子育て支援事

業の提供体制の確保、業務の円滑な実施

に関する計画を定めるものとする。 

子ども・子育て支援事業計画 

市町村の子ども・子育て支援計画の実

現のために必要な支援計画の作成 

子どもの貧困対策の

推進に関する法律 

子どもの貧困に関す

る大綱 

子どもの貧困対策

推進計画 

国 

県 

子ども・子育て 

支援事業計画 

子どもの権利 
基本計画 

子どもの貧困

対策 

市 

 

人権教育・啓発推進

基本指針 

子どもの権利条例 

上越市地域福祉計画(策定予定) 
（平成 31 年度～平成 34年度） 

上越市 

                                  

子育て環境の充実 

子育て環境の充実 

子ども・子育て支援事業計画 

『子育て支援総合計画』 
（上越市版エンゼルプラン）  
Ｈ32～Ｈ34 

子どもの権利基本計画 

子どもの貧困対策 

第 2期子育て支援総合計画 
（上越市版エンゼルプラン）  

Ｈ35～Ｈ39 

子育て環境の充実 

上越市子ども・子育て

支援事業計画 

H27 年度～H31 年度 

上越市子どもの 

権利基本計画 

H27 年度～H31 年度 

 

子どもの

貧困対策 



上越市子どもの生活実態についてのアンケート調査概要（案） 
 

 

１．目的 

市内の子どものいる世帯の生活実態を把握するため、アンケート調査を実施する。 

家庭や地域の困り事の解決と今後の支援に向けた施策の方向性を探り、対応方針を「上越市

版エンゼルプラン」に反映する。 

 

２．実施時期 

平成 30 年 7 月初旬配布し、7月中旬回収（予定） 

 

３．配布及び回収方法 

・園及び学校を通じて配布・回収を行う 

 

４．対象者 

  市内の保育園・幼稚園・認定こども園、小学校、中学校に通う児童・生徒のうち、年長児、 

小学校 3年生、6年生、中学校 2年生の児童・生徒及び保護者 

 
児童・生徒数 

回答者 

児童・生徒 保護者 

年長児 1,664 人 × ○ 

小学校 3年生 1,585 人 × ○ 

小学校 6年生 1,764 人 ○ ○ 

中学校 2年生 1,806 人 ○ ○ 

合 計 6,819 人（延べ 10,389 人） 

   ※児童・生徒数は H30.5.1 現在 

 

５．集計・分析 

8 月末までに集計及び簡易分析、11 月末までにクロス集計を行う 

 

６．アンケート内容（抜粋） 

児童・生徒 保護者 

１. 子ども自身について 

・家族構成 

２. 普段の生活について 

・放課後及び長期休暇の居場所 
・家は心がほっとする場所か 
・地域行事に参加しているか 

３．学校や勉強について 

・学校の授業はわかるか 
・最終的な教育段階はどこまで希望してい
るか 

４．子ども自身の考えについて 

・自分の将来に明るい希望を持っているか 

１． 子どもの生活について 

・放課後及び長期休暇の子どもの居場所 
・子どもの将来の夢を知っているか 

２．子どもの学校・教育について 

・子どもに受けさせたい最終的な教育段階 
・子育てで金銭的負担を感じるもの 

３．保護者自身について 

・相談相手の有無 
・保護者自身の生育状況 

４．家計の状況について 

・各種制度・相談窓口の認知度及び利用有無 
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